
  

基 安男姿 第 0513001 号 

平成 1 5 年 5 月 1 3 日 

各都道府県労働局労働基準部 

矧鋒左 主務課長殿 

厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課長 

松即答 田勧 

健康増進法等の 力 磁 子等について 

健康増進法 は ついては、 平成 t4 年 8 月 2 日に制定し公布きれ、 平成 15 年 5 月 1 日 

に施行となっ プニ また、 同法第 7 条の規定に基づく「国民の 健康の増進の 総合的なキ細隻 

を図るための 基本的な方針」 ( 以下 @ 本方針」という。 ) については、 厚生労働 眉 、 告示 
第 195 号㎝」漆ェ ) をもって公表されね 

基本方針にば 第三の二の 4f こおいて「都道府県は 地域の実情に 応じ、 都道府県におけ 

る 計画策定及び 推進に当たり、 都道府県労働局との 連携を図ること」、 第五において「健 

康増進事業実施者間の 連携及び協力」、 第セの 二において「国友 0 せ 地方公共団体と 地域 

産業保健 セ、 ノタ 一等との一層の 連携等」とそれぞれ 規定されている。 また、 地域保健法 

( 日酪口 22 年法律第 101 号 ) 第 4 条第 4 項の規定に基づき「地域保健対策の 推進 キこ 関 

する基本的な 指針の一部を 改正する告示」が 公表され、 同指針の第六の 四においても、 

栂劇呆 健及び産業保健の 連 渤 こついて規定されている。 

ついては、 これらの趣旨を 踏まえ、 各上田頭産業保健センタ 一等に対しても 周知を図る 

とともに、 都道府県健康担当部局等から 連携についての 申し出があ った場合にほ、 労働   

者の健康の保持増進の 推進を図るとの 観点から必要な 連携の確保に 努められたい。 

なお、 これらに関して、 別添 2 、 別添 3 度ぴ 混り添 4 のとおり健康局長等から 都道府県 

知事等に対し 通知がなされ、 また、 別添 5 のとおり労働福祉事業団及び 中央労働災害 防 

止 協会に通知したところであ るので、 業務の参考とざ ね たれ 
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要 （ や が 次 民 造 作   針 民 十 図 進 働 
な 健 か 因 子 の を 及 壮 ほ の 五 る 港 省 
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の 痛 き 進 の な を 健 が 的 禽 十 集 
縮 め る 展 基 事 実 康 国 な を 面 
持 早 清 友 次 三 
及 朝 力 び 推進 本的 項を 現す 寿命 を、 0  号 
び 発 あ 疾 す を よ 

  
な 赤 る （ 

国 見 る 病 方 す こ 痴 ． べ 図 う 第 
槙 皮 社 構 向 も と 果 て る に セ 
を び 会 造 の を 又 の た 定 条 
図 早 と の で 目 は 国 め め 第 
る 期 す 変 あ 的 虞 氏 の た し - 
こ 、 治 る 化 る と た が 基 の 項 
と 療 た をこ 。 し き 健 本 で の 

な な め 伴 て り や 的   規 
い い に い   に か な 同 定 
ノ フ ト フ 

    
国 な で 方 条 に 

。 従 二 
） ） 民 ら ， ト 金 十 第 基 

来 十 の む 豊 四 づ 
に や の 一 健 い か 厚 頂 き 
と 三 疾 世 康 状 に 生 の   （ 叢 生 

心 で 活 
労 規 国 

ま 子 対 の   定 民 
る 防 策 我 男 生 で 大 に の 
  

め が の 活 き 臣 よ 健 
」（ と疾 中国 健 で る り 康 
な 痛 心 を 康 き 活     企 め 
く が で す る カ 口 表 土 a@@5 日 

、 発 あ べ 0  期 あ す 進 
一 症 っ て   る 尋ょ ね日 胡 る の 
次 し た の 進 を 社 カ   総 

予 た 二 国 の り 会 八   総 う と 口勺白 
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 休
日
及
び
休
暇
の
活
用
の
促
 
進
 

健
康
づ
く
り
に
向
け
た
休
日
や
休
 
暇
の
活
用
は
重
要
で
あ
り
、
そ
の
 
過
ご
し
方
は
個
人
の
自
由
な
選
択
 
に
基
 

づ
く
も
の
で
あ
る
こ
と
を
前
提
と
 
し
っ
 っ
 、
個
人
が
休
日
文
 は
 休
暇
 に
お
い
て
運
動
を
行
 
う
 等
の
積
極
 的
に
健
 

康
 づ
く
り
を
図
ろ
 う
 と
す
る
活
動
 の
 支
援
 や
 、
健
康
づ
く
り
の
た
め
 
に
 取
得
す
る
休
暇
（
健
康
休
暇
）
 
の
 普
及
 

促
進
等
を
図
る
た
め
の
環
境
整
備
 
を
行
 う
 こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
 

三
目
標
の
設
定
と
評
価
 

健
康
増
進
の
取
組
を
効
果
的
に
推
 
遣
 す
る
た
め
に
は
、
多
く
の
関
係
 
者
が
情
報
を
共
有
し
な
が
ら
、
 
現
 状
及
び
 

課
題
に
つ
い
て
共
通
の
認
識
を
持
 
っ
た
 上
で
、
課
題
を
選
択
し
 
、
科
 学
的
根
拠
に
基
づ
く
具
体
的
目
標
 
を
 設
定
す
 

（
生
活
習
慣
を
改
善
し
て
健
康
を
増
 
遣
 し
、
生
活
習
慣
病
等
の
発
病
を
 予
防
す
る
こ
と
を
い
 う
 。
）
に
 重
点
を
置
 

い
 た
対
策
を
推
進
す
る
。
 

二
 
健
康
増
進
の
支
援
の
た
め
の
   

1
 
 社
会
全
体
に
よ
る
支
援
 

健
康
の
実
現
は
、
元
来
、
個
人
が
 主
体
的
に
取
り
組
む
べ
き
課
題
で
 

 
 

を
含
 

め
た
社
会
全
体
と
し
て
も
、
そ
の
 取
組
を
支
援
し
て
い
く
こ
と
が
 重
 要
 で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
行
政
の
 み
な
ら
 

ず
、
 広
く
国
民
の
健
康
増
進
を
支
 援
 す
る
民
間
団
体
等
の
積
極
的
な
 参
加
協
力
を
得
な
が
ら
、
国
民
が
 主
体
的
 

に
 行
 う
 こ
と
の
で
き
る
健
康
増
進
 の
 取
組
を
総
合
的
に
推
進
し
て
い
 く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
 

 
 

 
 



四
 
る
 必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
目
標
に
 到
達
す
る
た
め
の
諸
活
動
の
成
果
 を
 適
切
に
評
価
し
て
、
そ
の
後
の
 健
康
増
進
 

の
 取
組
に
反
映
で
き
る
 よ
う
 に
 す
 る
 必
要
が
あ
る
。
 

多
様
な
関
係
者
に
よ
る
連
携
の
と
 れ
た
効
果
的
な
健
康
増
進
の
取
組
 の
 推
進
 

ェ
 

多
様
な
経
路
に
よ
る
情
報
提
 供
 ，
、
 

健
康
増
進
ば
、
最
終
的
に
ほ
 、
国
 艮
一
人
一
人
の
意
識
と
行
動
の
変
 容
 に
か
か
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
 
国
民
 

の
 主
体
的
な
健
康
増
進
の
取
組
を
 支
援
す
る
た
め
に
は
、
国
民
に
対
 す
る
十
分
か
っ
的
確
な
情
報
提
供
 が
 重
要
 

で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
各
種
の
情
 報
 伝
達
手
段
や
保
健
事
業
に
お
け
 る
 健
康
相
談
、
健
康
教
育
等
の
多
 様
な
経
 

路
 に
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
特
徴
を
 生
か
し
た
き
め
細
か
な
情
報
提
供
 を
 推
進
す
る
必
要
が
あ
る
。
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 ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
や
性
差
等
 に
 応
じ
た
健
康
増
進
の
取
組
の
推
 進
 

地
域
、
職
場
等
を
通
じ
た
国
民
会
 体
 に
対
す
る
働
き
か
け
と
生
活
 習
 慣
 病
を
発
病
す
る
危
険
度
の
高
 い
 集
団
 

へ
の
働
き
か
け
と
を
適
切
に
組
み
 
ム
 
口
 お
せ
る
等
に
よ
り
、
対
象
者
の
 特
性
や
二
 ｜
ズ
 等
を
十
分
に
把
握
 し
、
ラ
 

イ
フ
ス
テ
ー
ジ
（
乳
幼
児
期
、
申
 年
期
等
の
人
の
生
涯
に
お
け
る
 各
 段
階
を
い
 う
 。
）
や
性
差
に
応
じ
 た
 健
康
 

課
題
に
対
し
て
配
慮
し
つ
っ
 、
乳
 幼
児
期
か
ら
の
健
康
増
進
の
取
組
 を
 効
果
的
に
推
進
す
る
こ
と
が
 重
 要
 で
あ
 

る
 。
特
に
、
思
春
期
は
、
不
登
校
 、
 引
き
こ
も
り
、
思
春
期
や
せ
 症
 な
 ば
じ
め
と
し
た
課
題
が
あ
る
こ
 ど
に
 

、
 
留
 

意
ユ
 
9
 る
 必
要
が
あ
り
、
ま
た
、
 
女
 性
の
生
涯
に
わ
た
る
健
康
に
っ
 い
 て
も
、
性
差
に
着
目
し
た
対
策
が
 講
じ
 ろ
 

れ
る
よ
 う
 配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。
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 多
様
な
分
野
に
お
け
る
連
携
 

健
康
増
進
の
取
組
を
進
め
る
に
 当
 た
っ
て
は
、
健
康
づ
く
り
対
策
、
 
母
子
保
健
、
精
神
保
健
、
老
人
保
 緯
度
 

び
 産
業
保
健
の
各
分
野
に
お
け
る
 対
策
並
び
に
医
療
保
険
の
保
険
者
 が
 実
施
す
る
対
策
を
含
め
た
厚
生
 労
働
行
 

政
 分
野
に
お
け
る
健
康
増
進
に
関
 す
る
対
策
の
み
な
ら
ず
、
学
校
保
 健
 対
策
、
ウ
オ
ー
キ
ン
グ
ロ
ー
ド
 （
遊
歩
 

道
 等
の
人
の
歩
行
の
用
に
供
す
る
 道
 を
い
 う
 。
）
の
整
備
な
ど
の
ま
 ち
づ
く
り
対
策
、
森
林
等
の
豊
か
 な
 自
然
 

環
境
の
利
用
促
進
対
策
、
生
涯
 ス
 ポ
ー
ツ
分
野
に
お
け
る
対
策
等
、
 
関
係
行
政
分
野
、
関
係
行
政
機
関
 等
と
 十
 

分
 に
連
携
を
と
っ
て
国
民
の
健
康
 増
進
を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
  
 

ま
た
、
国
、
都
道
府
県
、
市
町
村
 ゑ
び
 特
別
区
、
健
康
増
進
事
業
実
 施
 者
、
医
療
機
関
そ
の
他
の
関
係
 者
は
 

、
国
民
の
健
康
増
進
の
総
合
的
な
 推
進
を
図
る
た
め
、
相
互
に
連
携
 を
 図
り
な
が
ら
協
力
す
る
よ
 う
努
 め
る
 必
 

要
 が
あ
る
。
 

二
国
民
の
健
康
の
増
進
の
目
標
 に
関
す
る
事
項
 

国
は
 、
健
康
増
進
に
つ
い
て
全
国
 的
な
目
標
を
設
定
し
 、
 広
く
関
係
 者
 等
に
対
し
て
そ
の
目
標
を
周
知
 す
る
と
と
 

も
に
、
継
続
的
に
健
康
指
標
の
推
 移
 等
の
調
査
及
び
分
析
を
行
い
、
 
そ
の
結
果
に
関
す
る
情
報
を
還
元
 す
る
こ
と
に
 

よ
り
、
関
係
者
を
ほ
じ
め
広
く
国
 艮
 
一
般
の
意
識
の
向
上
及
び
自
主
 的
な
取
組
を
支
援
す
る
も
の
で
あ
 る
 。
 

地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
は
、
 
全
 国
 的
な
健
康
増
進
の
目
標
を
参
考
 に
 、
そ
れ
ぞ
れ
の
実
情
に
応
じ
て
 、
関
係
者
 

間
で
共
有
さ
れ
る
べ
 き
 目
標
を
設
 是
 す
る
必
要
が
あ
る
。
 

  

 
 

  

 
 



ま
た
、
地
域
、
職
場
、
学
校
、
個
 八
等
に
お
い
て
も
、
こ
れ
ら
の
 目
 標
を
参
考
と
し
つ
つ
、
地
域
等
の
 実
情
に
応
 

て
 目
標
を
設
定
し
、
そ
の
た
め
の
 計
画
を
策
定
す
る
こ
と
が
望
ま
れ
 る
 。
 

都
道
府
県
健
康
増
進
計
画
及
び
市
 町
村
健
康
増
進
計
画
の
策
定
に
関
 す
る
基
本
的
な
事
項
 

健
康
増
進
計
画
の
目
標
設
定
 

都
道
府
県
健
康
増
進
計
画
及
び
市
 町
村
健
康
増
進
計
画
（
以
下
「
 健
 康
 増
進
計
画
」
と
い
う
。
）
の
策
 定
 に
当
 

た
っ
て
は
、
地
方
公
共
団
体
は
 、
 地
域
住
民
の
健
康
に
関
す
る
各
種
 指
標
の
状
況
や
地
域
の
社
会
資
源
 等
の
地
域
 

の
 実
情
を
踏
ま
え
、
独
自
に
重
要
 な
 課
題
を
選
択
し
、
そ
の
到
達
す
 。
へ
き
目
標
を
設
定
す
べ
き
で
あ
る
 0
 「
ま
ょ
に
 

、
 

市
町
村
に
お
い
て
ば
、
国
や
都
道
 府
県
が
設
定
し
た
目
標
を
勘
案
し
 つ
り
、
具
体
的
な
各
種
の
施
策
、
 
事
業
、
基
 

盤
 整
備
等
に
関
す
る
目
標
に
重
点
 を
置
い
て
設
定
す
る
こ
と
も
考
え
 ら
れ
る
。
 

計
画
策
定
に
当
た
っ
て
留
意
 9
 
ょ
 べ
 き
 事
項
 

健
康
・
増
進
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
 て
は
、
次
の
よ
う
な
事
項
に
留
意
 す
る
必
要
が
あ
る
。
 

ェ
 
既
存
の
医
療
計
画
や
老
人
保
 健
 福
祉
計
画
等
と
の
調
和
に
配
慮
 す
る
こ
と
。
 

2
 
 一
定
の
期
間
ご
と
に
、
計
画
 の
 評
価
及
び
改
定
を
行
い
、
継
続
 的
な
取
組
に
結
び
つ
け
る
こ
と
。
 

3
 
 都
道
府
県
及
び
市
町
村
 は
、
 健
康
増
進
計
画
の
策
定
、
実
施
 及
 び
 評
価
の
全
て
の
過
程
に
お
い
て
 、
住
民
が
 

関
与
す
る
と
 う
ゅ
星
号
 
す
る
こ
と
。
 

4
 
 都
道
府
県
 は
 、
市
町
村
、
医
 療
 保
険
者
、
学
校
保
健
関
係
者
、
 
産
業
保
健
関
係
者
等
の
一
体
的
な
 取
組
を
推
 

一 
一 
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遣
 す
る
観
点
か
ら
、
健
康
増
進
 

計
 画
の
策
定
及
び
こ
れ
ら
の
関
係
者
 

の
 連
携
の
強
化
に
つ
い
て
中
心
的
 

な
 役
割
 

を
 果
た
す
こ
と
。
ま
た
、
保
健
所
 

は
 、
関
係
機
関
と
の
連
携
の
も
と
 

、
地
域
保
健
の
広
域
的
、
専
門
的
 

か
 つ
技
 

術
的
 拠
点
と
し
て
、
地
域
の
実
情
 

に
 応
じ
、
市
町
村
に
お
け
る
計
画
 

策
定
の
支
援
を
行
 
う
 こ
と
。
さ
ら
 
に
、
都
 

  

  

  

労
働
局
 

と
 連
携
を
図
る
こ
と
。
 

国
及
び
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
 

ほ
 、
国
民
健
康
。
栄
養
調
査
や
地
 

域
 が
ん
登
録
事
業
等
の
結
果
、
疾
 

病
 等
に
 

関
す
る
各
種
統
計
そ
の
他
の
収
集
 

し
た
情
報
等
を
基
に
、
個
人
情
報
 

の
 取
扱
い
に
十
分
留
意
し
つ
っ
 

、
 現
状
分
析
 

な
 行
 う
 と
と
も
に
、
健
康
増
進
に
 

関
す
る
施
策
の
評
価
の
際
に
 

、
各
 
種
 調
査
の
結
果
等
を
十
分
活
用
す
 

る
な
ど
に
 

よ
り
、
科
学
的
な
根
拠
に
基
づ
い
 

た
 健
康
増
進
に
関
す
る
施
策
を
効
 

準
的
に
実
施
し
て
い
く
こ
と
が
 

重
 要
 で
あ
る
。
 

健
康
の
増
進
に
関
す
る
研
究
の
推
 

進
 

国
及
び
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
 

ほ
 、
国
民
の
生
活
習
慣
と
生
活
 

習
 慣
病
 との
相
関
関
係
等
に
関
す
る
 

研
究
を
 

、
個
人
情
報
の
取
扱
い
に
十
分
留
 

意
 し
つ
つ
、
推
進
し
、
研
究
結
果
 

に
 関
し
て
的
確
か
っ
十
分
な
情
報
 

の
 提
供
を
 

行
う
こ
と
に
よ
り
、
個
人
の
効
果
 

的
な
健
康
増
進
の
支
援
を
行
っ
て
 

い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
 

健
康
増
進
事
業
実
施
者
間
に
お
け
 

る
 連
携
及
び
協
力
に
関
す
る
基
本
 

ぬ
な
 事
項
 

一
 一
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一
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健
康
増
進
普
及
月
間
 

九
月
を
健
康
増
進
普
及
月
間
と
し
 、
国
民
一
人
一
人
の
自
覚
を
高
め
 、
健
康
増
進
の
取
組
を
一
層
促
進
 す
る
 ょ
 

っ
 健
康
日
本
二
十
一
全
国
大
会
を
 実
施
す
る
な
ど
の
広
報
を
行
 う
こ
 と
と
す
る
。
 

  及 
に
関
す
る
事
項
 

基
本
的
考
え
方
 

マ
ス
メ
デ
ィ
ア
を
通
じ
た
 広
 

供
華
多
様
な
経
路
を
活
用
す
る
 

を
 組
み
合
わ
せ
て
行
っ
て
い
く
 

も
の
で
あ
る
と
と
も
に
、
分
か
 

ら
に
、
国
華
 は
 、
生
活
習
慣
の
 報

や
イ
 

と
と
も
 

ナ
 
」
と
が
 

り
 易
く
 

各
分
野
 ン

タ
ー
 

に
、
対
 

重
要
で
 

、
取
組
 

に
 関
し
 ネ

ッ
ト
に
よ
る
情
報
の
提
供
 

家
集
団
の
特
性
に
応
じ
た
 効
 

あ
る
。
ま
た
、
情
報
提
供
の
 

に
結
び
つ
き
易
い
も
の
と
な
 

、
指
針
の
策
定
、
普
及
等
に
 取 る 内 果 

  

り よ 容 自勺 ボ 

ラ
ン
テ
ィ
 ァ
 に
 

な
 働
き
か
け
を
 

ほ
 、
科
学
的
知
 

ぅ
 工
夫
す
る
 必
 

組
む
必
要
が
あ
 る 要 見 よ 
。 が に 複 る 

あ 基 数 ，， 青 
り づ の 報 
、 い 方 の 

さ た 法 提 

業
の
実
施
等
保
健
事
業
者
相
互
の
 連
携
の
促
進
を
図
る
こ
と
が
必
要
 で
あ
る
。
 

な
お
、
健
康
診
査
の
実
施
等
に
係
 る
 健
康
増
進
事
業
実
施
者
間
の
連
 携
は
 つ
い
て
ほ
、
こ
れ
ら
に
 よ
 る
  
 

康
 増
進
法
第
九
条
に
基
づ
く
健
康
 診
 査
の
実
施
等
に
関
す
る
指
針
の
 定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

第
六
食
生
活
、
運
動
、
休
養
、
 
飲
酒
、
喫
煙
、
歯
の
健
康
の
保
持
 そ
の
他
の
生
活
習
慣
に
関
す
る
 正
 し
い
知
識
の
普
 

各
保
健
事
業
者
が
質
の
高
い
保
健
 サ
ー
ビ
ス
を
効
果
的
か
っ
継
続
的
 に
 提
供
し
、
さ
ら
に
、
転
居
、
転
   

等
に
も
適
切
に
対
応
し
得
る
よ
 う
 、
保
健
事
業
の
実
施
に
当
た
っ
て
 、
既
存
の
組
織
の
有
効
活
用
の
ほ
 か
 、
共
同
事
 

 
 



第 
七
 

そ
の
他
国
民
の
健
康
の
増
進
 に
関
す
る
重
要
事
項
 

一
国
民
の
健
康
増
進
の
推
進
 体
 制
の
整
備
 

医
療
保
険
者
、
医
療
機
関
、
市
町
 村
 保
健
セ
ン
タ
ー
、
教
育
関
係
 機
 M
 、
マ
ス
メ
デ
ィ
ア
、
企
業
、
 
ボ
 ラ
ン
テ
 

ノ
 ア
団
体
等
の
広
く
健
康
増
進
に
 関
係
す
る
機
関
及
び
団
体
等
が
 、
 調
整
の
と
れ
た
国
民
の
健
康
増
進
 の
た
め
の
 

取
組
を
継
続
的
に
実
施
し
て
い
く
 た
め
に
、
こ
れ
ら
の
機
関
等
か
ら
 構
成
さ
れ
る
中
核
的
な
推
進
組
織
 が
 設
置
さ
 

ね
 、
効
果
的
な
運
用
が
図
ら
れ
る
 こ
と
が
望
ま
し
い
。
 

ま
た
、
国
ほ
、
地
方
公
共
団
体
が
 健
康
増
進
計
画
の
策
定
等
を
行
 う
 際
に
、
各
種
統
計
資
料
等
の
 デ
｜
 タ
ベ
ー
 

ス
の
 作
成
等
の
技
術
的
援
助
を
行
 い
、
都
道
府
県
も
市
町
村
に
対
し
 同
様
の
技
術
的
援
助
を
行
う
こ
と
 が
 必
要
で
 

あ
る
。
 

二
 

民
間
事
業
者
等
と
の
連
携
 

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
 
有
酸
 泰
運
動
や
温
泉
利
用
を
安
全
か
っ
 適
切
に
行
 う
 こ
と
の
で
き
る
健
康
 増
進
 施
 

設
及
び
医
療
機
関
、
労
働
者
の
健
 康
 管
理
等
に
係
る
業
務
に
つ
い
て
 の
 相
談
、
情
報
提
供
等
を
行
 う
地
 域
 産
業
保
 

健
 セ
ン
タ
ー
、
社
会
保
険
セ
ン
タ
 ｜
 そ
の
他
民
間
事
業
者
等
と
一
層
 の
 連
携
を
図
り
、
健
康
増
進
の
取
 組
を
推
進
 

ず
る
必
要
が
あ
る
。
 

三
 

健
康
増
進
を
担
 う
 人
材
 

地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
は
、
 
医
 師
 、
歯
科
医
師
、
薬
剤
師
、
保
健
 師
 、
助
産
 師
 、
看
護
 師
 、
准
看
護
 師
 、
管
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侠 者 の 民   
健 と 保 か 
担 の 健 ら 
当 連 師 の   目 上 少 談 管 

 
 を

 担
当
す
 

建
栄
養
士
 

食
生
活
改
 

学
校
保
健
 

 
 

る
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等
の
確
保
 

善
 推
進
員
 

担
当
者
等
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各 政令市長   
健登第 0 4 3 0 0 0 コ号 

食 登第 0%30001 号 
平成 1 5 年 4 月 3 0 日 

                                
厚生労働・ 省 健康局長                         ::-,                                           

          
厚生労働省 

健康増進法等の 施行について 

健康増進法 ( 平成 1 4 年法律 第 1 0 3 号。 以下「 法 」という。 ) は平成 1 4 年 8 月 2 日 

に、 健康増進法の 施行期日を定める 政令 ( 平成 1 4 年政令第 3 60 号。 以下「施行期日政 

令 ゴ という。 ) 及 び 健康増進法施行令 ( 平成 ] 4 年政令第 3 6 ] 号 。 以下「政令」という。 ) 

は 平成Ⅰ 4 年 ] 2 月 4 日に、 健康増進法施行規則 ( 平成 1 5 年厚生労働省令第 86 号。 以 

下「規則」という。 ) は平成 ] 5 年 4 月 3 0 日に、 栄養表示基準 ( 平成 ] 5 年厚生労働省 

告示 第 Ⅰ 76 号 ) は平成 1 5 年 4 月 24 日に公布され、 いずれも平成 1 5 年 5 月 7 日から 

施行又は適用することとされたところであ る。 

これらの制定の 趣旨及び主な 内容は下記のとおりであ るので、 この趣旨を踏まえつっ 、 

所要の取組を 進めるとともに、 貴 管内市町村、 関係団体及び 関係機関等に 対する周知登底 
方をお願いする。 

- - - 一 口 己 

第 1  法制定の趣旨 

我が国における 高齢化の進展や 疾病構造の変化に 伴い、 国民の健康の 増進の重要性が 

増大しており、 健康づくりや 疾病予防を積極的に 推進するための 環境整備が要請されて 
いることから、 健康の増進の 総合的な推進に 関し基本的な 事項を定めるとともに、 国民 

の 健康の増進を 図るための措置を 講ずることとしたもの。 

 
 

    

 
 



第 2  法の概要 

法の概要及び 趣旨等は、 以下のとおりであ る。 

Ⅰ 法の名称 

「健康増進」とは、 積極的に健康状態を 改善することにより、 健康に生活すること 
ができる期間 ( 健康寿命 ) を延伸させるとともに、 生活の質の向上を 図ることを指す 

用語であ ることから、 法の名称を「健康増進法」としたものであ ること。 

2  第 ] 章 総則 

(1 ) 目的 
・国民の健康の 増進の総合的な 推進に関し基本的な 事項を定めるとともに、 国民の健 
康の増進を図るための 措置を講じ、 国民保健の向上を 図ること。 ( 法第 ] 条 ) 

(2) 責務 
① 国民は、 健康な生活習慣の 重要性に対し 関心と理解を 深め、 生涯にわたり、   

らの健康状態を 自覚するとともに、 健康の増進に 努めること。 ( 法 第 2 条 ) 

② 国及び地方公共団体は、 健康の増進に 関する正しい 知識の普及、 情報の収集。 

整理。 分析。 提供、 研究の推進、 人材の養成。 資質の向上を 図るとともに、 国民 

の健康の増進に 関わる多様な 関係者に対し、 健康増進事業の 推進に係るマニュア 
ルの 作成。 配布等の必要な 技術的援助を 与えることに 努めること。 ( 法 第 3 条 ) 

③健康増進事業実施者 ( 医療保険の保険者、 事業者、 市町村、 学校等 ) は、 健康 教 
育 、 健康相談、 健康診査又は 健康診断、 保健指導、 健康手帳 の交付等の国民の 健康 

の増進のための 事業 ( 健康増進事業 ) を積極的に推進するよ う 努めること。 ( 法 第 4 

条 ) 

(3) 国 、 地方公共団体、 健康増進事業実施者、 医療機関 ( 病院、 診療所、 薬局及び訪問 

看護ステーション ) その他の関係者の 連携及び協力 ( 法 第 5 条 ) 

3  第 2 章 基本方針等 

(T ) 基本方針 
以下の事項について 定める国民の 健康の増進の 総合的な推進を 図るための基本方針 

を 厚生労働大臣が 策定。 ( 法 第 7 条 ) 

なお、 基本方針の内容等については、 別途通知するものであ ること。 

①国民の健康の 増進の推進に 関する基本的な 方向 
② 国民の健康の 増進の目標に 関する事項 

③都道府県健康増進計画及び 市町村健康増進計画の 策定に関する 基本的事項 

④ 国民健康・栄養調査その 他の調査。 研究に関する 基本的事項 
⑤健康増進事業実施者間の 連携及び協力に 関する基本的事項 

 
 

 
 



 
 

⑥食生活、 運動、 休養、 喫煙、 飲酒、 歯の健康保持その 他の生活習慣に 関する正し 
ぃ 知識の普及に 関する事項 

⑦その他国民の 健康の増進の 推進に関する 重要事項 

(2) 都道府県及び 市町村は、 都道府県健康増進計画及び 市町村健康増進計画 ( 住民の健 
康の増進の推進に 関する施策についての 計画 ) を策定。 ( 法 第 8 条 ) 

都道府県 は 都道府県健康増進計画を 定め、 市町村は市町村健康増進計画を 定める 
よう努めることと 規定されているが、 健康日本 2 1 に基づく地方計画が 策定されて 

いる市町村がなお 少ない状況を 踏まえ、 市町村健康増進計画を 定めるよ う 努めるこ 

と 。 

また、 現在都道府県又は 市町村において 策定されている 健康増進に関する 計画につい 

ては、 上記基本方針又は 都道府県健康増進計画を 勘案し、 適当と判断される 場合、 改め 
て 計画を策定する 必要はないこと。 

(3) 健康診査の実施等に 関する指針 

生涯を通じた 健康自己管理を 支援するため、 健康増進事業実施者による 健康診査の 
実施及びその 結果の通知、 健康手帳 の交付その他の 措置に関する 指針を厚生労働大 
臣が策定。 ( 法 第 9 条 ) 

なお、 水指針については、 法 公布日から起算して 2 年以内の政令で 定める日に施行 

することとされており、 今後策定する 予定であ ること。 

4  第 3 章 国民健康。 栄養調査等 

(]) 法 附則第 2 条の規定による 廃止双の栄養改善法 ( 昭和 2 7 年法律第 248 号。 以下 

「栄養改善法」という。 ) の国民栄養調査に 生活習慣の状況に 関する調査を 加え、 国 

民 健康。 栄養調査を実施。 ( 法 第 1 0 条から第 1 5 条まで ) 

また、 生活習慣の状況に 関する調査を 行 う こととすることから、 国民健康。 栄養調 

査 に関する事務に 従事した公務員等が 秘密を漏示した 場合の罰則を 設けたこと。 ( 法 

第 3 6 条 ) 

(2) 生活習慣病の 発生状況の把握 

国及び地方公共団体は、 生活習慣とがん、 循環器病その 他の生活習慣病との 相関関 

係を明らかにするため、 生活習慣病の 発生状況の把握に 努めること。 ( 法 第 1 6 条 ) 

具体的な内容は、 地域がん登録事業及び 脳卒中登録事業であ ること。 
  

5  第 4 章 保健指導等 

市町村は、 医師、 歯科医師、 薬剤師、 保健 師 、 助産 師 、 看護 師 、 准看護 師 、 管理栄養 

士 、 栄養モ、 歯科衛生士その 他の職員に、 栄養改善その 他の生活習慣の 改善に関する 事 

項についての 相談・保健指導を 行わせること。 ( 法弟 1 7 条 ) 

なお、 栄養改善法においては、 管理栄養士、 栄養士が栄養相談、 栄養指導等を 行 うこ 

ととされていたが、 健康増進法においても、 その趣旨は変更されていないものであ るこ 

と 。 

 
 

  



都道府県、 政令市及び特別 E は 、 特に専門的な 知識。 技術を必要とする 栄養指導等の 

保健指導を行 う こと。 ( 法 第 1 S 条 ) 

6  第 5 章 特定給食施設等 

(1) 栄養改善法に よ る集団給食施設における 栄養管理の規定を 引き継ぐとともに、 所要 

の規定が整備され、 特定給食施設における 栄養管理について 新たに規定されたこと " 

( 法 第 20 条から第 24 条まで ) 

なお、 栄養改善法第 7 8 条の規定が削除されたが、 教育委員会が 所管する特定 給 

食 施設に対し、 法に基づく関与 ( 法弟 ] 8 条 第 Ⅰ 項 第 2 号の規定による 指導及び助 

言、 法第 22 条の規定による 指導及び助言、 法第 23 条の規定による 勧告及び命令 

並びに法第 24 条の規定による 報告聴取、 立入検査及び 質問 ) を行 う 場合には、 従 

前 と同様に、 教育委員会を 通じて行うこと。 

(2) 受動喫煙の防止 
学校、 官公庁施設等多数の 者が利用する 施設を管理する 者は、 受動喫煙を防止する 

ために必要な 措置を講ずるよ う 努めること。 ( 法 第 25 条 ) 

なお、 具体的な受動喫煙防止対策については、 別途通知するものであ ること。 

7  第 6 章 特別用途表示及び 栄養表示基準 

栄養改善法による 特別用途表示及び 栄養表示基準に 係る制度が引き 継がれたこと。 ( 法 

第 2 6 条から第 3 3 条まで ) 

8  施行期日等 

(1 ) 施そ 干 期日 
公布目 ( 平成 1 4 年 8 月 2 日 ) から 9 月を超えない 範囲内で政令で 定める日 ( 平成 

1 5 年 5 月Ⅰ 日 ) とされたこと。 ただし、 健康診査の実施等に 関する指針に 関する 

規定については、 公布の日から 2 年を超えない 範囲内で政令で 定める日とされたこ 

と 。 ( 法 附則 第 Ⅰ 条 ) 

(2) 各 法の改正 

医療保険 各 法を改正し、 保健事業の適切かっ 有効な実施を 図るための指針を 定める 

こと。 ( 法 附則第 8 条から附則 第 T 9 条まで ) 

栄養改善法は 廃止すること。 ( 法 附則第 2 条 ) 

第 3  瓶 有期日政令及び 政令の概要 

施行期日政令及び 政令の概要は 以下のとおりであ る。 

Ⅰ 施行期日政令 

法の施行期日を 平成 1 5 年 5 月 1 日 としたこと。 

 
 

 
 



2  政令 
い ) 国民健康。 栄養調査の実施に 関する事務のうち 独立行政法人国立健康。 栄養研究 

所 の行 う 事務は、 集計とすること・。 a 政令第 1 条 ) 

(2) 発生の状況を 把握する生活習慣病として、 がん及び循環器病を 定めること。 ( 政 

令 第 2 条 ) 

(3) 特別用途表示の 許可等に係る 手数料の額は 、 国に納付する 手数料については、 

9,400 円、 独立石政法人国立健康。 栄養研究所に 納付する手数料については、 
1 72,000 円 とすること。 ( 政令第 3 条 ) 

(4) 栄養表示基準に 従い必要な表示を 行う必要がない 場合は、 栄養表示食品であ って 
その容器包装及びこれに 添付する文書に 栄養表示がされていないものを 輸入する場 

合とすること。 ( 第 4 条 ) 
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第 4  省令の概要 

省令の概要は、 以下のとおりであ る。 

  国民健康。 栄養調査 

(] ) 国民健康。 栄養調査について、 従前の国民栄養調査に、 食習慣の状況、 運動習慣 

の状況、 休養習慣の状況、 喫煙習慣の状況、 飲酒習慣の状況等を 調査項目とする「生 

活習慣の調査」を 追加するほか、 栄養改善法施行規則 ( 昭和 2 7 年厚生省令第 3 7 

号 ) の 規定を引き継ぐこと。 ( 規則 第 ] 条及び第 2 条 ) 

(2) 国民健康。 栄養調査員の 任命の方法等について、 栄養改善法施行規則の 規定を引 
き 継ぐこと。 ( 規則第 3 条及び第 4 条 ) 

2  特定給食施設 

い ) 特定給食施設の 範囲、 管理栄養士を 置かなければならない 施設の範囲等について 
以下のとおりとすること。 

①特定給食施設を、 継続的に一回 1 00 食以上又は一日 2 5 0 食以上の食事を 供 

給する施設とすること。 ( 規則第 5 条 ) 

②管理栄養士を 置かなければならない 施設を 、 次のとおりとすること。 ( 規則 第 

7 条 ) 



ア 医学的な管理を 必要とする者に 食事を供給する 特定給食施設であ って、 継続 

的に一回 3 0 0 食以上又は一日 7 5 0 食以上の食事を 供給するもの 

々 ア の特定給食施設以外の 管理栄養モによる 特別な栄養管理を 必要とする特定 

給食施設であ って、 継続的に一回 5 0 0 食以上又は一日「 5 00 食以上の食事 

を供給するもの 

③ 栄養士又は管理栄養士を 置くよ う に努めなければならない 特定給食施設のう 

ち、 一回 300 食又は一日 7 5 0 食以上の食事を 供給する施設の 設置者は、 当該 

施設に置かれる 栄養士のうち 少なくとも一人は 管理栄養 モ であ るように努めた け 

ればならないこと。 ( 規則第 8 条 ) 

(2) 特定給食施設の 届出事項を、 施設の名称及び 所在地、 施設の種類等とすること。 
( 規則第 6 条 ) 

(3) 特定給食施設の 栄養管理の基準は 、 次のとおりとすること。 ( 規則第 9 条 ) 

①利用者の身体の 状況、 栄養状態、 生活習慣等 ( 身体の状況等 ) を定期的に把握 

し、 これらに基づき、 適当な熱量及び 栄養素の量を 満たす食事の 提供及びその 品 

質管理を行 う とともに、 これらの評価を 行 う よ う 努めること。 

② 食事の献立は、 身体の状況等のほか、 利用者の食事の 摂取量、 嗜好等に配慮し 

て作成するよ う 努めること。 

③ 献立表の掲示及び 主な栄養成分の 表示等により、 利用者に対して 栄養に関する 

情報提供を行 う こと。 

④ 必要な帳 簿等を適正に 作成し、 当該施設に備え 付けること。 

⑤ 衛生の管理については、 関係法令の定めるところによること。 

(4) 特別用途表示及び 栄養表示基準 

特別の用途として「授乳 婦用 」、 「高齢者用」及び「特定の 保健の用途」を 明示す 

るほか、 特別用途表示及び 栄養表示基準について 栄養改善法施行規則の 規定を引き 

継ぐこと。 ( 規則 第 1 2 条から 第 ] 8 条まで ) 

(5) 栄養改善法施行規則は、 廃止すること。 ( 規則附則第 2 条関係 ) 

第 5  栄養表示基準の 概要 

従前の栄養表示基準 ( 平成 8 年厚生省告示 第 ] 4 6 号 ) の規定を引き 継ぐこと。 

第 6  その他 

法の施行の日までに 発輸 された 旧 厚生省及び厚生労働省の 各 職 による通知 中 の「栄養 
壬 " 廿ヰ 

改善法」、 「栄養改善法施行令」又は「栄養改善法施行 規貝り 」に基づく各規定に づ 。 ては、 

当分の間、 「健康増進法」、 「健康増進法施行令」又は「健康増進法施行規則」に 基づく 

相当規定とされているものとみなす。 
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健康増進法 ( 平成 ] 丁年法律 第 ] 03 号 ) 第 7 条に基づく国民の 健康の増進の 総合的な 

推進を図るための 基本的な方針 ( 以下「基本方針」という。 ) は、 平成 1 5 年厚生労働省 

告示 第 ] 95 号をもって告示されたところであ るが、 その概要等は、 以下のとおりであ る 

ので、 御 了知の上、 関係方面への 周知に 御 配慮をお願いしたい。 

なお、 平成 ] 2- 年 3 月 3 ] 日健医発 第 6 ] 2 号厚生省保健医療局長通知は 廃止する。 

第 ]  基本方針の概要及び 留意点について 
  

基本方針の概要及び 留意点は以下のとおりであ る。 

]  国民の健康の 増進の推進の 基本的な方向 

(1) 一次予防の重視 
従来の疾病対策の 中心であ った二次。 三次予防にとどまることなく、 一次予防に 

重点を置いた 対策を推進する。 

(2) 健康増進支援のための 環境整備 

7  社会全体による 支援 

個人が主体的に 行 う 健康増進の取組を、 家庭、 地域、 職場等を含めた 社会全体 
で支援していくことが 重要であ る。 

イ 休日、 休暇の活用の 促進 

休日、 休暇における 健康づくしの 活動の支援が 必要であ る。 

健康づくりのために 取得する休暇 ( 健康休暇 ) の普及促進等を 図るための環境 

整備を行う。 

(3) 目標等の設定と 評価 

科学的根拠に 基づく具体的目標を 設定する。 
活動の成果を 適切に評価し、 その評価結果を 活用する。 

(4) 多様な関係者による 連携のとれた 効果的な健康増進の 取組の推進 

  

 
 

 
 



ア 多様な経路による 情報提 ィ共 

各種の情報伝達手段等による 多様な経路に よ るきめ細かな 情報提供を推進ず 

る。 

イ ライフステージや 性差等に応じた 健康増進の取組の 推進 

地域、 職場等を通じた 国民全体に対する 働きかけと生活習慣病を 発病する危険 

度の高い集団への 働きかけとを 適切に組み合わせる。 

ライフステージ ( 乳幼児期、 思春期等における 課題 ) 、 性差等に応じた 対策を 

効果的に推進する。 

ゥ 多様な分野における 連携 

厚生労働行政分野における 健康増進対策のみならず、 学校保健対策、 まちづく 
り対策、 豊かな自然環境の 利用促進対策、 生涯スポーツ 分野における 対策等、 関 

侠 行政分野との 連携をとる必要があ る。 

国 、 都道府県、 市町村、 健康増進事業実施者、 医療機関等の 関係者が相互に 連 

携を図りながら 協力するよう 努める。 

2  国民の健康の 増進の目標に 関する事項 

国は、 全国的な目標を 設定し、 関係者等に普及する。 

地方公共団体は、 それぞれの実情に 応じた関係者間で 共有されるべき 目標を設定す 

る 。 

地域、 職場、 学校、 個人においても、 目標を設定することが 望まれる。 

3  都道府県健康増進計画及び 市町村健康増進計画の 策定に関する 基本的な事項 

(1) 健康増進計画の 目標設定 
都道府県、 市町村の計画は、 地域の実情等に 応じ、 独自の課題を 設定する等によ 

り 作成する。 

市町村は施策、 事業の目標に 重点を置く方法もあ る。 

(2) 計画策定に当たって 留意すべき事項 

既存の医療計画や 老人保健福祉計画等との 調和について 配慮すること。 

計画について、 周期的な評価を 実施すること。 

計画策定について 住民が関与する よ う留意すること。 

計画策定に当たり、 保健所は専門的かつ 技術的拠点、 としての役割を 果たすこと。 

4  国民健康。 栄養調査その 他の健康の増進に 関する調査及び 研究に関する 基本的な事 

二酉 

(1) 健康増進施策実施の 際の調査の活用 

国民健康。 栄養調査その 他各種統計情報等を 活用し、 科学的根拠に 基づく健康 増 

進 施策を効率的に 実施する。 

(2) 健康の増進に 関する研究の 推進 

国民の生活習慣と 生活習慣病との 相関関係等に 関する研究等を 推進する " 

 
 

 
 

  



5  健康増進事業実施者間における 連携及び協力に 関する基本的な 事項 

生涯を通じた 健康増進のために、 保健事業実施に 当たっての共同事業を 行うなど、 

健康増進事業実施者間において 連携の促進を 図る。 

健康診査の精度管理、 健康診査のデータの 本人への通知や 健康手帳 のあ り方等を定 

める健康増進法第 9 条の健診指針についてば、 別途策定する。 

6  食生活、 運動、 休養、 飲酒、 喫煙、 歯の健康の保持その 他の生活習慣に 関する正し 

い知識の普及に 関する事項 

(1) 基本的考え方 
インターネ、 ット 、 指針の策定等の 多様な方法により 普及啓発を行う。 

(2) 健康増進普及月間 

9 月を健康増進普及月間とし、 健康日本 2 ] 全国大会を実施する。 

7  その他国民の 健康の増進に 関する重要事項 

(1) 国民の健康増進の 推進体制整備 

医療保険者、 医療機関、 市町村保健センター、 教育関係機関、 マスメディア 、 企 
業 、 ボランティア 団体等の幅広い 関係者により 構成される推進体制を 整備する。 

地方公共団体に 対し、 データベースの 作成等、 国は技術的援助を 行う。 
(2) 民間事業者等との 連携 

有 酸素運動や温泉利用のできる 健康増進施設及び 医療機関、 地域産業保健センタ 
二社会保険センター 並びに一般公衆浴場等民間事業者等と 連携を図る。 
(3) 健康増進を担う 人材 

地方公共団体においては、 医師、 歯科医師、 薬剤師、 保健 師 、 助産 師 、 看護 師 、 

准看護 師 、 管理栄養士、 栄養士、 歯科衛生モその 他の職員が、 住民からの相談及び 

保健指導を担当する。 管理栄養士及び 栄養士は 、 特に、 栄養改善に関する 事項につ 

き、 住民からの相談に 応じ、 必要な栄養指導を 行う。 

国及び地方公共団体は、 保健 師 、 管理栄養モ等の 確保及び資質の 向上、 日本医師 

会 認定健康スポーツ 医 、 健康づくりのための 運動指導者等との 連携、 日本食生活協 

会の食生活改善推進員、 ヘルスサポータ 一等のボランティア 組織の支援等に 努める。 

第 2  基本方針と健康日本 2 ] の関係について 

基本方針は、 2 ] 世紀における 国民健康づくり 運動 ( 健康日本 2 ] ) の内容を踏ま 

えつつ、 国民の健康づくりの 理念となる基本的事項を 記述したものであ る。 一方、 健 

康日本 2 1 は、 基本方針の理俳に 基づく、 目標期間、 目標数値を有する 具体的な計画 

として位置づけられる。 今後の健康日本 2 1 の推進については 別添のとおりとする。 
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2 1 世紀における 国民健康づくし 運動 ( 健康日本 2 て ) の推進について 

我が国の平均寿命は、 戦後、 国民の生活環境が 改善し、 医学が進歩したことによって 、 

急速に延伸したため、 我が国はいまや 世界有数の長寿国となっている。 しかし、 人口の急 

速 な高齢化とともに、 生活習慣病及びこれに 起因して痴呆、 寝たきり等の 要介護状態等に 
なる者の増加等は 深刻な社会問題となっている。 

このような人口の 高齢化及び疾病構造の 変化を勘案すれば、 2 ] 世紀の我が国を、 すべ 

ての国民が健やかで 心豊かに生活できる 活力あ る社会とするためには、 従来の疾病予防の 

中心であ った「二次予防」 ( 健康診査等による 早期発見。 早期治療 ) や「姉次予防」 ( 疾病 

が発症した後、 必要な治療を 受け、 機能の維持。 回復を図ること ) に留まることなく、 「 一 

次 予防」 ( 生活習慣を改善して 健康を増進し、 生活習慣病等の 発病を予防すること ) に 重 

点を置いた対策を 強力に推進して、 壮年期死亡の 減少及び痴呆若しくは 寝たきりにならな 
い 状態で生活できる 期間 ( 以下「健康寿命」という。 ) の延伸等を図っていくことが 極め 

て 重要であ る。 

厚生省では、 昭和 53 年からの 第 ] 次 国民健康づくり 対策及び昭和 63 年からの第 2 次 

国民健康づくり 対策の一環として、 老人健康診査体制の 確立、 市町村保健センタ 一等の整 
備、 健康運動指導士の 養成等の国民の 健康づくしのための 基盤整備等を 推進してきた。 ま 

た 、 これらの健康づくし 運動の実績や 国内外における 公衆衛生活動の 成果を踏まえ、 Z ] 

世紀における 我が国の健康寿命の 延伸等のための 計画づくしについて 検討するため、 平成 

1 0 年 1 1 月、 公衆衛生審議会の 了承を得て、 多数の有識者や 専門家からなる「健康日本 

  2 ] 企画検討会」及び「健康日本 2 ] 計画策定検討会」を 設置し 、 約 ] 年半にわたって 精 

力的に検討を 進め、 その成果が「健康日本 2 1 企画検討会・ 計画策定検討会報告書」とし 

てまとめられた。 これを踏まえ、 「 2 ] 世紀における 国民健康づくし 運動 ( 健康日本 2 1 ) 

の推進について」 ( 平成 1 2 年 3 月 3 1 日付厚生省発 健医第 ] ] 5 号事務次官通知 ) にお 

いて、 第 3 次の国民健康づくり 対策として、 がん、 心臓病、 脳卒中、 糖尿病等の生活習慣 

病 やその原因となる 生活習慣の改善等に 関する課題を 選定した。 また、 それらの課題に 対 

して、 20 ] 0 年度までを目途とした 目標等を提示する「 2 Ⅰ世紀における 国民健康づく 

り 運動 ( 健康日本 2 ] ) 」を定めるとともに、 行政のみならず、 広く国民の健康づくりを 

支援する民間団体等の 積極的な参加協力を 得ながら、 国民が主体的に 取り組める健康づく 

り 運動を総合的に 推進していくこととした。 ・ 

今般、 健康増進法の 成立に伴い、 同法第 7 条に基づく国民の 健康の増進の 総合的な推進 

を 図るための基本的な 方針を定め、 これに基づき「健康日本 2 1 」も下記のとおりとした 

ところであ る。 

各都道府県、 政令市及び特別 E におかれては、 水運動の趣旨を 御理解いただき、 水運動 

が効果的に推進されることが 期待されるものであ る。 

 
 

 
 

 
 

 
 



-- - 己 

「 2 ] 世紀における 国民健康づくし 運動 ( 健康日本 2 ] ) 」 

第一 趣 旨 

健康を実現することは、 元来、 個人の健康観に 基づき、 一人一人が主体的に 取り組む 
課題であ るが、 個人による健康の 実現には、 こうした個人の カと 併せて、 社会全体とし 

ても、 個人の主体的な 健康づくしを 支援していくことが 不可欠であ る。 

そこで、 「 2 ] 世紀における 国民健康づくし 運動 ( 健康日本 2 1 ) 」 ( 以下「運動」と 

いう。 ) では、 健康寿命の延伸等を 実現するために、 20 ] 0 年度を目途とした 具体的 

な目標等を提示すること 等に ょ り、 健康に関連する 全ての関係機関。 団体等を始めとし 
て 、 国民が一体となった 健康づくり運動を 総合的かつ効果的に 推進し、 国民各層の自由 

な意思決定に 基づく健康づくりに 関する意識の 向上及び取組を 促そうとするものであ 

る 。 

第二 基本的な方向 

]  目的 

2 1 世紀の我が国を、 すべての国民が 健やかで心豊かに 生活できる活力あ る社会と 

するため、 壮年期死亡の 減少、 健康寿命の延伸及び 生活の質の向上を 実現することを 
目的とする。 

2  期間 

運動の期間は、 20 1 0 年度までとする。 

運動の評価は、 2 00 5 年度を目途に 中間評価を行うとともに、 2 0 1 0 年度に最 

総評価を行い、 その評価をその 後の運動の推進に 反映させる。 

3  基本方針 

( ] ) 一次予防の重視 

人口の高齢化の 進展に伴い、 疾病の治療や 介護に係る社会的負担が 過大となるこ 
とが予想されているので、 従来の疾病対策の 中心であ った二次予防や 三次予防にと 
どまることなく、 一次予防に一層の 重点を置いた 対策を推進する。 
(2) 健康づくし支援のための 環境整備 

① 社会全体による 支援 

運動の目的を 達成するために は 、 生活習慣を改善し、 健康づくりに 取り組もう 

とする個人を 家庭、 地域、 職場等を含めた 社会全体として 支援していく 環境を整 
備 することが不可欠であ る。 このため、 行政機関をはじめ、 医療保険者、 医療機 
関、 教育関係機関、 マスメディア、 企業、 ボランティア 団体等の健康に 関わる 様   

 
 

 
 



々 な 関係者がそれぞれの 特性を生かしっ っ 連携することにより、 個人が健康づく 

しに取り組むための 環境を整備し、 個人の健康づくりを 総合的に支援する。 
② 休日、 休暇の活用の 促進 

休日や休暇の 健康づくりに 対する活用は、 重要であ り、 個人が休日、 休暇にお 

いて、 運動を行う等の 積極的に健康づくしを 図ろうとする 活動の支援 や 、 健康 づ 

くりのための 年次有給休暇の 取得促進、 長期休暇制度の 普及促進等を 図るための 
環境整備を行うことが 必要であ る。 

(3) 目標等の設定と 評価 

運動を効果的に 推進するためには、 健康づくしに 関わる多くの 関係者が健康状態 
等に関する情報を 共有しながら、 現状及び課題について 共通の認識を 持った上で、 

重要な課題を 選択し、 科学的根拠に 基づいて、 取り組むべき 具体的な目標を 設定す 
る 必要があ る。 また、 目標に到達するための 具体的な諸活動の 成果を適切に 評価し 

て、 その後の健康づくり 運動に反映できるようにする 必要があ る。 

(4) 多様な関係者による 連携のとれた 効果的な運動の 推進 

① 多様な経路に よ る情報提供 

個人に よ る選択を基本とした、 生活習慣の改善等の 国民の主体的な 健康づくり 

を 支援するためには、 国民に対する 十分かつ的確な 情報提供が重要であ る。 この 
ため、 マスメチ ィ 7 等による広範な 情報伝達手段や 保健事業における 健康相談、 
健康教育等の、 多様な経路により、 それぞれの特徴を 生かしたきめ 細かな情報提 
供を推進する 必要があ る。 

② ライフステージや 性差等に応じた 健康増進の取組の 推進 

また、 地域、 職場等を通じた 国民全体に対する 働きかけと生活 習 ， 虞 病を発症す 

る危険度の高い 集団への働きかけとを 適切に組み合わせる 等により、 対象者の特 
性や二 一ズ 等を十分に把握しながら、 運動を効果的に 推進することに 配慮するこ 

とが重要であ る。 この場合、 ライフステージや 性差に応じた 健康課題に対して 

配慮が必要であ る。 例えば、 思春期は、 不登校、 引きこもり、 思春期やせ症をは 

じめとした課題があ ることに留意する 必要があ る。 また、 女性の生涯にわたる 健 

康は ついても、 性差に着目した 対策が講じられるよう 配慮が必要であ る。 

③ 多様な分野における 連携 

健康増進の取組を 進めるにあ たっては、 健康づくり対策 ( 健康日本 2 1 ) 、 母 

千 保健分野における 対策 ( 健やか親子 2 ] ) 、 精神保健分野における 対策、 老人 
保健分野における 対策及び産業保健分野における 対策、 医療保険の保険者が 実施 
する対策を含めた 厚生労働行政分野における 健康増進対策のみならず、 学校保健 
対策、 ウォーキングロードの 整備などまちづくり 対策、 森林等の豊かな 自然環境 

の利用促進対策、 生涯スポーツ 分野における 対策等、 関係行政分野、 関係 ィラ改 機 

関 等と十分に連携をとって 国民の健康の 増進を図っていく 必要があ る。 

また、 国、 都道府県、 市町村及び特別 E 、 健康増進事業実施者、 医療機関その 

他の関係者は、 国民の健康の 増進の総合的な 推進を図るため、 相互に連携を 図り 
ながら協力する よう 努める必要があ る。 

 
 

 
 



第三 目標等について 

]  性格 
運動の目標等は、 別表に記議されたものであ るが、 これば健康日本 2 1 企画検討会 

・計画策定検討会、 地方公聴会，地方シンポジウム 等における広範な 議論の中で、 多 
数の専門家及び 関係者が情報を 共有するとともに、 現状及び課題について 共通の認識 
を得る過程を 経て提示された 指標とその評価の 目安であ る。 
国は広く関係者等に 対して目標等を 普及するとともに、 継続的に健康指標の 推移等 
を調査、 分析し、 その結果に関する 情報を還元することにより、 関係者をはじめ 広く 
国民一般の自由な 意思決定に基づいた 意識の向上及び 自主的な取組を 支援するもので 

あ る。 
運動の目標等は、 全国レベルのものであ るので、 地方公共団体等のそれぞれの 運動 

の実施主体においては、 運動の目標等を 参考に、 それぞれの実情に 応じて、 関係者間 
で 共有されるべき 目標等が設定されるべきであ る。 

なお、 地域、 職場、 学校、 個人等の健康づくりの 目標は、 上記の目標等を 参考とし 

っ っ 、 地域等の実情に 応じて、 生活上の創意工夫をこらして、 個別具体的に 設定すべ 

きものであ る。 
また、 平成十二年に 提示した目標等については 適宜、 拡充若しくは 見直しを行うこ 

ととしている。 

2  設定の考え方 

(1 ) 栄養。 食生活 

栄養。 食生活は 、 多くの生活習慣病との 関連が深く、 また、 生活の質との 関連も 

深いことから、 健康・栄養状態の 改善を図るとともに、 人々が良好な 食生活を実現 
するための個人の 行動変容、 及び「農畜」等により 個人の行動変容を 支援する環境 
の 確保が必要であ る。 

目標は、 適正な栄養状態、 栄養素 ( 食物 ) の摂取、 適正な栄養素 ( 食物 ) の摂取 
のための個人の 行動及び個人の 行動を支援するための 環境づくりについて 設定す 

る 。 

(2) 身体活動。 運動 
身体活動。 運動には、 生活習慣病の 発生を予防する 効果があ り、 健康づくりの 重 
要な要素であ ることから、 国民の身体活動・ 運動に対する 意識を高め、 日常の活動 
性及び運動習慣を 持つ者の割合を 増加させるとともに、 これらの活動を 行うことが 
できる環境づくりを 行う必要があ る。 

目標は、 日常の生活における 身体活動に対する 意識、 運動 習 ， 潰 等について、 成人 

及び高齢者に 分けて設定する。 

(3) 休養。 こころの健康づくり 

こころの健康は、 生活の質を大きく 左右する要素であ る。 身体及びこころの 健康 
を 保つための 三 要素は、 適度な「運動」、 バランスの取れた「栄養。 食生活」、 心身 

 
 



の 疲労回復と充実した 人生を目指す「休養」とされている " さらに、 十分な睡眠を 

り と ストレスと上手につきあ うこと ぱ こころの健康に 欠かせない要素となって い 

  
    
  
  

  

 
 

 
 

る 。 

目ネ 票は、 ストレスの ィ氏 ; 月氏睡眠の確保及び 自殺者の減少について 設定する。 

(4) たばこ 

たばこは、 がんや循環器病など 多くの疾患と 関連があ るほか、 妊娠に関連した 異 

常の危険因子であ る。 また、 厚生科学審議会の「今後のたばこ 対策の基本的考え 方 
ほ ついて」 ( 平成 1 4 年 ] 2 月 25 日意見具申 ) においては、 「国民の健康増進の 観 

点から、 今後、 たばこ対策に 一層取り組むことにより、 喫煙率を引き 下げ、 たばこ 

の消費を抑制し、 国民の健康に 与える悪影響を 低減させていくことが 必要であ るⅡ 

と 指摘されている。 

目標は、 たばこの健康影響についての 十分な知識の 普及、 未成年者の喫煙防止 ( 防 
煙 ) 、 受動喫煙の害を 排除し、 減少させるための 環境づくり ( 分煙 ) 、 禁煙希望者 

に 対する禁煙支援について 設定する。 

(5) アルコール   

アルコールは、 慢性影響としての 臓器障害等の 健康に対する 大きな影響を 与える 
ものであ る。 近年、 成人の飲酒による 健康影響の問題のみならず、 未成年者による 

飲酒が問題となっており、 また、 アルコールに 関連した問題は、 健康に限らず 交通 

事故等社会的な 問題にも影響するものであ る。 

目標は、 多量飲酒者の 減少、 未成年者の飲酒防止及び 節度あ る適度な飲酒につい 
ての知識の普及について 設定する。 

(6) 歯の健康 
歯の健康は、 食物の咀 喀 のほか、 食事や会話を 楽しむ等による、 生活の質を確保 
するための基礎となる 重要な要素であ る。 歯科保健の分野では、 生涯にわたり 自分 

の歯を 20 歯 以上保っことに よ り健全な咄咄能力を 維持し、 健やかで楽しい 生活を 

すごそうという 8020 ( ハチマル。 ニィマル ) 運動が推進されており、 この実現 

に 向けた歯及び 口腔の健康増進の 推進が必要であ る。 

目標は 、 歯の喪失防止と 歯の喪失の原因となるう 蝕及び歯周病の 予防について 設 

走 する。 

(7) 糖尿病 
我が国の糖尿病患者数は、 生活習慣と社会の 変化に伴って、 急速に増加している。 
糖尿病は自覚症状がないことが 多く、 また、 放置すると重大な 合併症を引き 起こす 
ことが多いことから、 生活の質の低下等を 招いている。 この疾患の対策としては、 
発症の予防、 早期発見、 合併症の予防が 重要であ る。 
目標は、 糖尿病の一次予防の 推進を図る観点から、 生活習慣の改善、 糖尿病 有 病 
者の早期発見及び 治療の継続について 設定する。 あ わせて、 生活習慣の改善が 糖尿 
病有 病者の減少に 及ぼす影響について 推計する。 

(8) 循環器病 
脳血管疾患と 虚血性心疾患を 含む循環器病は 我が国の主要な 死亡原因の一つであ 

るが、 これらの後遺症のために、 本人の生活の 質の低下を招く 大きな原因となって 

 
 



いる " 特に脳卒中ば 、 寝たきり。 痴呆の主要な 要因となっており、 循環器病の死亡 

率及び罹患率の 改善が必要であ る。 
目標は、 循環器病の一次予防の 観点から、 生活習慣の改善及び 循環器病の早期発 
見について設定する。 あ わせて、 生活習慣の改善が 循環器病による 死亡率等の減少 

に及ぼす影響について 推計する。 

(9) がん 
がんは、 現在、 我が国最大の 死亡原因であ るが、 これに対応するために、 生活習 
慣の改善に よ る予防のための 取組が重要であ る。 また、 がんの診断。 治療技術も進 

歩してきており、 検診に よ る早期発見。 早期治療により、 死亡者数の低下も 期待さ 
れる。 なお、 厚生労働省においては、 数次にわたり 剥がん対策が 実施されていると 
ころであ る。 

目標は、 がんの一次予防の 推進を図る観点から、 生活 習 ，潰の改善、 がんの検診の 
受診者等について 設定する。 

第四 地域等における 健康づくし運動の 推進について 

]  計画の策定 

運動を効果的に 推進するために、 各地域等において、 住民、 健康に関連する 多様な 

関係機関及び 関係団体等の 参加を得て、 計画策定委員会等を 設置する等により、 地域 
等の実情に応じた 都道府県健康増進計画及び 市町村健康増進計画 ( 以下「地方計画」 

という。 ) が策定される 必要があ る。 

特に、 都道府県は、 市町村、 医療保険者、 学校保健関係者、 産業保健関係者等の 一 

体 的な取組を推進する 観点から、 地方計画の策定及びこれらの 関係者との連携の 強化 
について、 中心的な役割を 果す必要があ る。 さらに、 地域の実情に 応じ、 都道府県に 

おける計画策定及び 推進にあ たり、 都道府県労働局と 連携を図る必要があ る。 保健所 

は、 関係機関との 連携を図り、 地域保健の専門的かっ 技術的拠点として、 かつ市町村 
における計画策定の 支援を行 う 必要があ る。 

また、 都道府県又は 市区町村において、 地方計画を策定する 際には、 健康増進が疾 
病予防。 介護予防の鍵であ ることを踏まえ、 関係機関との 連携の下、 既存の医療計画 
又は老人保健福祉計画等との 調和に配慮することが 求められる。 なお、 地方公共団体 
は、 地域住民の健康に 関する各種指標の 状況や地域の 社会資源等の 地域の実情を 踏ま 

え、 独自に重要な 課題を選択し、 その到達すべき 目標等を設定すべきであ る。 市町村 

においては、 国や都道府県が 設定した目標等を 勘案しつつ、 具体的な各種の 施策、 事 
業、 基盤整備などに 関する目標等に 重点を置いて 設定することも 考えられる。 
さらに、 地方計画については、 一定の期間ごとに 評価。 改定を行い、 継続的な取組 

に結びつけることが 望ましい。 

なお、 地方計画の策定等に 係る具体的な 立案め方法等については、 「健康日本 2 , 

企画検討会。 計画策定検討会報告書」、 「地域における 健康日本 2 Ⅰ実践の手引き」、 「 健 

康 日本 2 ] 地方計画事例集」を 参照されたい。 

 
 

 
 

 
 



2  推進体制の整備 

運動の推進に 当たっては、 関係機関及び 関係団体等がそれぞれの 目的を持ちつつも、 
住民の健康増進という 目的に向かい、 調整のとれた 取組を継続的に 実施していくこと 
が 不可欠であ り、 そのために は 、 医療保険者、 医療機関、 市町村保健センター、 教育 

関係機関、 マスメディア、 企業、 ボランティア 団体等の広く 健康に関連する 関係機関 
及び関係団体等から 構成される中核的な 推進組織を設置し、 十分に意見交換。 経験 交 
流を行い、 効果的な運用を 図ることが重要であ る。 その際には既存の 組織を有効に 活 
用し、 その機能を拡充強化することも 考慮すべきであ る。 
また、 保健所は管内における 関係機関、 関係団体等の 連携を推進するための 中核機 
関としての役割を 担 う とともに、 健康情報の収集、 分析及び提供並びに 市町村に対す 
る技術的支援等を 通じ、 管内の運動の 拠点としての 役割を担う必要があ る。 さらに、 
保健所は、 住民の健康に 関するあ らゆる問題についての 相談窓ロという 機能を果たす。 

3  その他運動の 推進に当たり 重要な事項 

(1 ) 全国的な推進体制の 整備 

広く関係者が 協力して、 継続的に運動を 進めるため、 国、 地方公共団体、 各種 健 

康 関連団体等により 構成する健康日本 2 1 推進全国会議を 設置するなど 運動の中核 

となる体制を 整備する。 

(2) 多様な経路による 普及啓発の実施 

運動に対する 国民及び関係者の 理解を深めるため、 マスメディアを 通じた広報や 

インターネットによる 情報の提供、 ボランティアによる 情報の提供等多様な 経路を 

活用するとともに、 対象集団の特性に 応じた効果的な 働きかけを、 複数の方法を 組 
み合わせ行っていくことが 重要であ る。 また、 情報提供の内容は、 科学的知見に 基 

づい たものであ るとどもに、 分かり易く、 取組に結びっき 易いものとなる よう 、 工 

夫する必要があ り、 さらに、 国等は 、 生活習慣の各分野に 関し、 指針の策定。 普及 

等に取り組む 必要があ る。 

また、 九月を健康増進普及月間とし、 国民一人一人の 自覚を高め、 健康増進の取 

  組を一層促進するよう 健康日本二 + 一全国大会を 実施するなどの 広報を行うことと 

する。 

(3) 地域等における 地方計画の策定等に 対する技術的支援 

国は、 地方計画の策定及び 保健事業推進に 係るマニュアルの 作成配布や各種統計 

資料のデータベースを 構築し、 地方計画の策定等の 際に利用できるようにするなど 

の技術的援助を 行い、 都道府県も市町村に 対し同様の技術的援助を 行 う ことが必要 

であ る。 

(4) 調査研究の推進 度ぴ 人材の活用等 

① 調査研究の推進 

国及び地方公共団体においては、 国民健康。 栄養調査や地域がん 登録事業等の 

結果、 疾病等に関する 各種統計その 他の収集した 情報等をもとに、 個人情報の取 
扱いに十分留意しつつ、 現状分析を行うとともに、 健康増進施策の 評価の際に、 

 
 

  

 
 



各種調査の結果等を 十分活用するなどにより、 科学的な根拠に 基づいた健康増進 

施策を効率的に 実施していくことが 重要であ る・。 

また、 国及び地方公共団体においては、 国民の生活習慣と 生活習慣病との 相関 

関係等に関する 研究を、 個人情報の取扱いに 十分留意しつつ、 推進し、 研究結果 

に関して的確かつ 十分な情報の 提供を行うことにより、 個人の効果的な 健康増進 

の 支援を行っていくことが 必要であ る。 

② 人材の活用等 

地方公共団体においては、 医師、 歯科医師、 薬剤師、 保健 師 、 助産 師 、 看護 師 、 

准看護 師 、 管理栄養士、 栄養士、 歯科衛生 モ その他の職員が、 住民からの相談及 

び保健指導を 担当する。 管理栄養士及び 栄養士は、 特に、 栄養改善に関する 事項 
ほ つき住民からの 相談に応じ、 必要な栄養指導を 行う。 また、 国及び地方公共団 

体は、 健康増進対策を 推進するための 保健 師 、 管理栄養士等の 確保及び資質の 向 

上、 日本医師会認定健康スポーツ 医や健康づくしのための 運動指導者との 連携、 

日本食生活協会の 食生活改善推進員、 ヘルスサポータ 一等のボランティア 組織の 

支援に努める 必要があ る。 さらに、 地域保健担当者、 学校保健担当者等は、 国民 

の 健康増進のために 相互に連携に 努める必要があ る。 

(5) 民間事業者等との 連携 
国及び地方公共団体においては、 有 酸素運動や温泉利用を 安全かつ適切に 行うこ 

とのできる健康増進施設及び 医療機関、 労働者の健康管理等に 係る業務についての 
相談、 情報提供等を 行 う 地域産業保健センター、 社会保険センター 並びに一般公衆 

浴場等民間事業者等と 一層の連携を 図り、 健康増進の取組を 推進する必要があ る。 

(6) 各種保健事業の 連携の推進 

生涯を通じた 効率的で一貫性のあ る保健事業の 実施を図るため、 老人保健事業や 
医療保険者等による 保健事業が相互に 連携しつつ実施されるよう、 連携のための 既 
存の組織の有効活用のほか、 保健事業の実施に 当たって、 共同事業の実施等事業間 

の連携を円滑に 進めるための 共通の基盤づくりを 推進する。 また、 地域保健分野と 

学校保健分野において、 健康増進のために 十分に連携を 図ることが重要であ る。 

なお、 健康診査の実施等に 係る健康増進事業実施者間の 連携については、 上述に 
よるほか、 健康増進法第 9 条に基づく健康診査の 実施等に関する 指針の定めるとこ 

ろによ るものであ る。 

 
 

 
 

 
 



( 兄 Ⅱ 表 ) 

@. 栄養，食生活 

輯チ偕歪戻誓珪 彙進 し案曝弩 反あ 埴臆 ( 栄養状態、 栄養素 ( 食物 ) 摂取レベル ) 
指標の目安 

[ 肥満者等の割合 ] 
].]a  児童・生徒の 肥満 児 
l.lb  20 歳代女性のやせの 音 
@.]c  20 一 60 歳代 男性の肥満者 
l,ld  40 一 60 歳代女性の肥満者 

ま見 斗犬を 

10.7% 
23.3% 
24.3% 
oc@ t ， 3.@Z ， @ ， 6/ /a 

2010 年 

m 九以下 
15% 以下 
l5% 以下 
20% 以下 

れ 平成 9 年国民栄養調査 

用語の説明 児童。 生徒の肥満 児     日比 式 による標準体重の 20% 以上 
肥満者 :BMl が 25 以上の者 

轟環 Bo 許 ㌍ よ ・ : 盃 質だ篇章 (kg)/[ 身長 (mn, 
    2 脂肪 工ネ、 ルギー比率の 減少 

指標の目安 
日日当たりの 平均摂取比率 ] 現 4 大 * 20@0 年 

]-2a  20 一 40 歳代 27.1% 25% 以下 
れ平成 9 年国民栄養調査 

七 ム 
用語の説明 脂肪エネ、 ルギー比率総摂取 工 ネルギ一に占める 脂肪からのェネ 、 ルギ 一の刮目 

1.3 食塩摂取量の 減少 
指標の目安 
[] 日当たりの平均摂取量 コ 現状 ネ 20]0 年 

],3a  成人 13.5g l09 未満 
れ 平成 9 年国民栄養調査 

    4 野菜の摂取量の 増加 

指標の目安 
何 日当たりの平均摂取量 コ 現状 * 2010 年 

1.4a  成人 292g 350q 以上 

れ 平成 9 年国民栄養調査 

    5 カルシウムに 富む食品の摂取量の 増加 
指標の目安 
[1 日当たりの平均摂取量 ( 成人Ⅱ 現状を 2010 年 

l.5a  牛乳・乳製品 107g 1309 以上 

].5b  豆類 76g 1009 以上 

@.5c  緑黄色野菜 98g l209 以上 

れ 平成 9 年国民栄養調査 

用語の説明 カルシウムに 富む食品牛乳。 乳製品、 豆類、 緑黄色野菜   
指標の目安 

[ 実践する人の 割合 ] 現状 * 20lC@ 年 

@,ba  男性 (@5 歳以上 ) 62.6% 90%/ 以上 

l.6b 女性 (l5 歳以上 ) 80.1% 90% 以上 
れ 平成 10 年国民栄養調査 

用語の説明 

 
 

  



適正体重 : 「 [ 身長 (nl)T,X22 」を標準 (Bwl=22 を標準とする ) 
    7 朝食を欠食する 人の減少 

指標の目安 
[ 欠食する人の 割合 コ 玉兎 状串 20l0 年 

l.7a  中学、 高校生 6.0% 0% 
@.7b  男 ， 桂 (20 歳代 ) ・ 59@ 3L ，， Q%/ y/o @5% 以下 
@.7c  男性 (30 歳代 ) 20.5% 15% 以下 
れ 平成 9 年国民栄養調査 

    8 量 、 質ともに、 きちんとした 食事をする人の 増加 

指標の目安 
口目 最ィ邸食 、 きちんとした 食菖を 、 家族等 2 人以上で楽しく、 30 分以上かけてとる 人の割合 ] 

現状 * 2070 年 

l.8a  成人 56.3% 70% 以上 
れ 参考 値 、 「適量の食事を、 家族や友人等と 共に、 ゆっくり時間をかけてとる 人の割合」 平 
成 8 年国民栄養調査 

用語の説明 

きちんとした 食重 : 1 日 あ たりの ェネ、 ルギー必要量及び 各種栄養素密度について 一定条件をみ 
たす食事 

    9 外食や食品を 購入する時に 栄養成分表示を 参考にする人の 増加 
指標の目安 
[ 参考にする人の 割合 コ 現状を 20]0 年を 

].ga  成人     

れ 平成Ⅱ 年 国民栄養調査により、 平成 12 年度中に設定 
    10 自分の適正体重を 維持することのできる 食事量を理解している 人の増加 
指標の目安 
[ 理解している 人の割合 ] 現状 * 20]0 年 

].loa  成人男性 65.6% 80% 以上 
],l0b  成人女性 73.0% 80% 以上 
れ 参考 値 、 「自分にとって 適切な食事内容・ 量を知っている 人の割合」平成 8 年国民栄養調査 

    @]  自分の食生活に 問題があ ると 思、 う 人のうち、 食生活の改善意欲のあ る人の増加 
指標の目安 
[ 改善意欲のあ る人の割合 コ 現状 ネ 20]0 年 

l.l]a  成人男性 55.6% 80% 以上 
@.]lb 成人女性 67.7% 80% 以上 
れ 平成 8 年国民栄養調査 

( 全対象のうち 食生活に問題があ ると居、 う 人の割合は、 男性 3l.6% 、 女性 33.0% 

適正な栄養素 く 食物 ) の摂取のための 個人の行動変容に 係る環境づくりについて ( 環境レベル ) 
].12 ヘルシーメニュ 一の提供の増加と 利用の促進・ 

指標の目安 
[ 提供 数 ] 現状 * 20]0 年 * 

l .]2a     

[ 利用する人の 割合 コ 現状 * 2010 年 * 

@ .l2b     

れ 平成 1z 年度中に調査し、 設定する 
用語の説明 

ヘルシ - メニュ一の提供 : 給食、 レストラン、 食品売場における、 食生活改善のための パ ラ 
シ スのとれたメニュ 一の提供。 

    @3 学習の場の増加と 参加の促進 

指標の目安 
[ 学習の場の数 ) 現状 牽 20l0 年 * 

@ . @3a     

[ 学習に参加する 人の割合 コ 現状 幸 20l0 年 8 

 
 



    
下 ．Ⅰ 3b 

れ 平成 @2 年度中に調査し、 設定する 

用語の説明 学習の場地域、 職域において 健康や栄養に 関する情報を 得られる 場 
].@4 学習や活動の 自主グルーフの 増加 

キ旨 十票の目安 

L 自主グループの 数 コ 現状を 2010 年 * 
    

@ .14a 

れ平泌 2 年度中に調査し、 設定する 

用語の説明 自主グルーフ     地域、 職域において 健康や栄養に 関する学習や 活動を。 自主的に取り 組む 住 
民 、 地区組織、 企業等 

的
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25 何らかの地域活動を 実施している 者の増加 
キき由 票の目安 
[ 地域活動を実施している 人 コ 現状を ・ 2olC@ 年 

2.5a  男性 (60 歳以上， 俺 8.3% 58% 以上 
39.7% 50% 以上 

2 ま % 斎際 60 督器去 ㌦地塊会への 参加に関する 意識調査」 ( 総務庁 ) 
2.6 日常生活における 歩数の増加 
指標の目安 

[ 日常生活の歩数 ュ 現状 ネ 20]0 年 * ネ 

2.6a  男性 (70 歳以上 ) 5,436 歩 6,700 歩以上目 

2.6b 女性 け 0 歳以上 ) 4,604 歩 5,900 歩以上科 

**: れ 平成 約 @,300 9 年国民栄養調査 歩の増加 : 約 ],300 歩は 、 歩く時間で約 15 分、 歩行距離で 650?800m 程度の歩行に 相 
当 

  

3 休養。 こころの健康づくり   

ストレスへの 対応 
3,1 ストレスを感じた 人の減少 
指標の目安 
[ ストレスを感じた 人の割合 コ 現状 幸 20]0 年 

54.6% 49% 以下拙 
3.1 車 慮 星漢 逼康 づくりに関する 意識調査 ( 財団法人健康・ 体力づくし事業財団 ) 
紬 :7 割以上の減少 

用語の説明 ストレスを感じた 人最近 ] ケ 月間にストレスを 感じた 人 

十分な睡眠の 確保 
3.2 睡眠による休養を 十分にとれていない 人の減少 

指標の目安 

[ とれない人の 割合 コ 現状 幸 20@0 左手玉 
23@   % 2 ㍾以下 笘 

3 ㎡ 註孟星甚追康 づくしに関する 意識調査 ( 財団法人健康。 体力づくし事業財団 ) 

ぬ 睡眠の確保のために **:] 割 以上の減少 睡眠補助 品や アルコールを 使うことのあ る人の減少 
指標の目安 
[ 睡眠補助品等を 使用する人の 割合 コ 現 Ⅱ 犬 * 2010 年 

3.3a 全国平均 14.1% 13% 以下 料 

，平成 8 年度健康づくりに 関する意識調査 ( 財団法人健康・ 体力づくし事業財団 ) 
癬 :1 割 以上の減少 
用語の説明 

睡眠補助 品 : 睡眠薬・精神安定剤 

自殺者の減少 
3.4 自殺者の減少 

指標の目安 
[ 自殺者数コ 現状 ネ 20l0 年 

3.4a  全国数 3l.755 人 22,000 人以下 
れ 平成旧年厚生省 ツ 、 口動態統計 

4 たばこ 

4.@ 喫煙が及ぼす 健康影響についての 十分な知識の 普及 



指標の目安 
[ 知っている人の 割合 コ ヱ晃 4 大水 20@0 年 

4.@a  肺がん 84.5% 100% 
4.lh  喘息、 59.9% Ⅰ 00 、 孟 

4.lc 気管支炎 65.5% 100% 
4.1d  心臓病 40.5% Ⅰ 00% 

4. ㎏ 脳卒中 35-   % Ⅰ 00% 

4.lf  胃潰瘍 34, ㍾ 100% 

4.19  妊娠に関連した 異常 79.6% Ⅰ 00% 

4.1h  歯周病 27.3% Ⅰ 00% 

れ 平成 ]0 年度喫煙と健康問題に 関する実態調査 
用語の説明 

健康影響 : 別紙「喫煙が 及ぼす健康影響」を 参照 

    2 未成年者の喫煙をなくす 

指標の目安 
[ 喫煙している 人の割合 ] 現状 * 20l0 年 

4.2a 男性 ( 中学 ] 年 ) 7.5% nV U/y 
4,2b 男性 ( 高校 3 年 ) 36.9% 0% 
4.2c 女性 ( 中学Ⅰ 年 ) 3.8% 0% 
4.2d 女性 ( 高校 3 年 ) 15.6% 0% 
卸 平成 8 年度未成年者の 喫煙行動に関する 全国調査 

4.3 公共の場及び 職場における 分煙の徹底及び 効果の高い分煙に 関する知識の 普及 

指標の目安 
[ 分煙を実施している 割合 ] 現状 幸 20]0 年 

4.3a 公共の場   100% 

4.3b  職場   100% 

[ 知っている人の 割合 コ 現状 末 2010 年 
4 、 3c 効果の高い分煙に 関する知識の 普及 一 Ⅰ 00% 
れ平成 l2 年度中に調査する 
用語の説明 

分煙の徹底 : 公共の場や職場における 喫煙場所の設置等 
効果の高い分煙 : 受動喫煙の害を 極力排除し得る 分煙方法 

4.4 禁煙支援プロバラムの 普及 

指標の目安 
[ 禁煙支援プロバラムが 提供されている 市町村の割合 ]  現状を 2010 年 
4.4a  全国   Ⅰ 00% 

れ 平成 )2 年度中に調査する 
用語の説明 

禁煙支援プロバラム : 個人の禁煙を 支援するための 個別保健指導等 

禁煙・節煙を 希望する人 男 ， 性 女性 総数 

禁煙希望 24.8%@ 34.9%@ 26.7% 
節煙希望 38.3%@ 34.7%@ 37.5% 
合 計 63.1%@ 69.6%@ 64.2% 

( 平成旧年度喫煙と 健康問題に関する 実態調査 ) 

5 アルコール 

5.l 多量に飲酒する 人の減少 

指標の目安 
[ 多量に飲酒する 人の割合 コ 現状 * 20l0 年料 

5.la  男 ， 性 4 Ⅱ % 3.2% 以下 
5.?b  女性 0 ． 3% 0.2% 以下 
れ 平成 8 年度健康づくりに 関する意識調査 ( 財団法人健康。 体力づくり事業財団 ) 

  

 
 



怒 :2 割以上の減少、 
用語の説明 

多量に飲酒する 人 : 丁日平均 純 アルコール 約 R0 グラムを超えて 摂取する人 
5.2 未成年者の飲酒をなくす 

指標の目安 
[ 飲酒している 人の割合 ] 現状 * 20l0 年 

5.2a  男性 ( 中学 3 年 ) 25.4% 0%/ u/o 

5.2b  男性 ( 高校 3 年 ) 51.5% 0% 
5,2c 女性 ( 中学 3 年 ) Ⅰ 7,2% n0/ u/o 

5.2d 女性 ( 高校 3 年 ) 35.9% n%/ u/o 

㌢平成 8 年度未成年者の 飲酒行動に関する 全国調査 
5.3  「節度あ る適度な飲酒」の 知識の普及 
指標の目安 
[ 知っている人の 割合コ 現 Ⅱ犬木 2010@ 
5.3a  男性   100% 

5.3b  女性   100% 

れ 平成 12 年度中に調査する 
用語の説明 

節度あ る適度な飲酒Ⅰ 日 平均 純 アルコールで 約 20 グラム程度の 飲酒 

( 注 ) 主な酒類の換算の 目安 
お酒の種類 ビール 清酒 ウイスキー・プランデー 焼酎 (35 度 )  ワイン 

( 中瓶Ⅰ 本 500ml)  (l 合 l80ml   ( ダブル 60ml) (] 合 ]80ml)  (] 杯 ]20m@) 

アルコール度数 5%/ 3/0 15% 43% 35% 12% 
純 アルコール 量 20g 22g 20g 50g Ⅰ 29 

6 歯の健康 

幼児期のう 蝕 予防 
6.] う 歯のない幼児の 増加 
指標の目安 
[ う 歯のない幼児の 割合 (3 歳 沌 現状 * 20l0 年 

6.]a  全国平均 59.5% 80% 以上 
れ平成 ]0 年度 3 歳鬼歯科健康診査結果 

H フッ化物歯面塗布を 受けたことのあ る幼児の増加 
指標の目安 
[ 受けたことのあ る幼児の割合 (3 歳月 現状 * 2.070 年 

6.2a  全国平均 39.6% 50% 以上 
れ 平成 5 年歯科疾患実態調査 

6.3 間食として甘味食品。 飲料を頻 回 飲食する習慣のあ る幼児の減少 
を きポ票の目安 

[ 習慣のあ る幼児の割合 (1 歳 6 ケ 月 見河 現状 *, 紬 2010 年 怒 
6.3a 全国平均 29.9%   

れ参考 値 、 ] 日 3 回以上の間食をする ] 歳 6 か 男児の割合 ( 久保田らによる 調査、 平成 3 年 ) 
**: 平成 l2 年度中に調査し、 設定する 
用語の説明 

顔回飲食 : 間食としてⅠ 日 3 回以上の飲食 

学齢期のう 蝕 予防 
6.4 一人平均 う 菌数の減少 

指標の目安 
[V 太平均 う 菌数 (l2 歳 )3 
6.4a  全国平均 年
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れ 平成Ⅱ 年 学校保健統計調査 
用語の説明 

一人平均 う 菌数 : 一人あ たり平均の未治療のう 歯、 ラ 蝕により失った 歯、 治療 済 のう歯の含 
計 WDwF 菌数 ) 

6,5 フ，化物配合歯磨 剤 の使用の増加 
指標の目安 
[ 使用している 人の割合 コ 養芽己 4% 20@0 年 

6.5a 全国平均 45.6% m0% 以上 
礼参考 値 、 児童のフッ化物配合歯磨 剤 使用率 ( 荒川らによる 調査、 平成 3 年 ) 

6.6 個別的な歯 日 清掃指導を受ける 人の増加 
指標の目安 
[ 過去 @ 年間に受けたことのあ る人の割合 ] 現状を 2010 年 

6,6a  全国平均 m 19@ ． d/a a0/ 30% 以上 
転 参考 値 、 平成 5 年保健福祉動向調査 (15 ～ 24 歳 ) 
用語の説明 

個別的な歯 日 清掃指導     歯科医師、 歯科衛生モにより 個人の口の中の 状態に基づいて 行われ 
る 歯磨き指導 

成人期の歯周病予防 
6.7 進行した歯周炎の 減少 

指標の目安 
[ 有する人の割合 ] 現 4 大 * 20]0 年料 
6.7a  40 歳 32.0% 2.2% 以下 
6.7b  50 歳 46.9% 33% 以下 
礼参考 値 、 平成 9 一 10 年富士宮市モチル 事業報告 

安を :3 割以上の減少 
用語の説明 

進行した歯周炎 : 歯周疾患の検査であ る CP@ 検査で 4fnll 以上の深い歯周ポケットのあ るもの 
6.8 歯間部清掃用器具の 使用の増加 
指標の目安 
[ 使用する人の 割合 ] 現状 * 2010 年   

6-8a  40 歳 (35 一 44 歳 ) 19.3% 50% 以上 
6-8b  50 歳 (45 一 54 歳 ) n   o0/ 50% 以上 
れ 平成 5 年保健福祉動向調査 
用語の説明 

歯間部清掃用器具 : 歯と 歯の間を清掃するための 専用器具 ( デンタルフロス、 歯間ブラシ等 ) 
6.9  喫煙が及ぼす 健康影響についての 十分な知識の 普及 (4 たばこ参照 ) 
6,10 禁煙支援プロバラムの 普及 (4 たばこ参照 ) 

歯の喪失防止 
6.l1 80 歳で 20 歯 以上、 60 歳で 24 歯 以上の自分の 歯を有する人の 増加 
指標の目安 
[ 自分の歯を有する 人の割合 コ ま見 甘犬 * 2010 年 
6.1la  W0 歳 (75 ～ 8A 歳 n で 20 歯 以上 11.5% 20% 以上 
6.@lb  60 歳 (55 ～ 64 歳 ) で 24 歯 以上 44.1% 50% 以上 
れ平成 5 年歯科疾患実態調査 

6.l2 定期的な歯石除去や 歯面清掃を受ける 人の増加 
指標の目安 

・Ⅱ 旦去 l 年間に受けた 人の割合 ] 現状 ゑ 2010 年 
6.lZa  W0 歳 (55 一 64 歳 ) 15.9% 30% 以上 
れ 参考 値 、 過去 l 年間に歯石除去や 歯面清掃を受けた 人の割合、 平成 4 年寝屋川市調査 

6.@3 定期的な歯科検診の 受診者の増加 
指標の目安 

 
 

 
 



[ 過去 @ 年間に受けた 人の割合 コ 王汚さ叫大 き 2010 年 

6,13a  6Q@ 毒素 (55 一 64 歳 ) 16-4% 30% 以上 
れ 平成 5 年保健福祉動向調査 

7 糖尿病 

7.] 成人の肥満者の 減少 (                  食生活参照 ) 
7.2  日常生活における 歩数の増加 (2 身体活動，運動参照 ) 
㍑ 質 。 量 ともにバランスのとれた 食事 (1 栄養。 食生活参照 ) 
7.4 糖尿病検診の 受診の促進 

指標の目安 
[ 受けている人の 数 コ 現 4 大帝 20l0 年神 

7.4a  定期健康診断等糖尿病に 関する健康診断受診者               6,860 万人以上 
れ 参考 値 、 平成 9 年健康・福祉関連サービス 需要実態調査 

    :5 割以上の増加 
7.5 糖尿病検診受診後の 事後指導の推進 

指標の目安 
[ 受けている人の 割合 コ 現状 * 20]0 年 
7.5a  糖尿病検診における 異常所見者の 事後指導受診率 ( 男性 )  66.7% Ⅰ 00% 
7,5b 糖尿病検診における 異常所見者の 事後指導受診率 ( 女性 )  74.6% 100% 
れ 平成 9 年糖尿病実態調査 

    6 糖尿病 有 病者の減少 ( 推計 ) 

推計値 現状 串 2010 年 ** 

7.6a  糖尿病 有 病者数 690 万人 ],000 万人 

  : 平成 9 年糖尿病実態調査 

    : 生活習慣の改善がない 場合、 l080 万人と推計されている 
注 ) 本 推計値は、 上記生活習慣の 改善による 20@0 年の有病者数の 推計値を示す 

    7 糖尿病 有 病者の治療の 継続 
指標の目安 
[ 治療継続している 人の割合 コ 現状 2 ㎝ 0 年 

7.7a  糖尿病 有 病者の治療継続率 45% 串 100% 
れ平成 9 年糖尿病実態調査 

7.8 糖尿病合併症の 減少 
指標の目安 
[ 合併症を発症した 人の数 コ 現状 2010 年 

7.8a 糖尿病性腎症 l0.729 人 ネ 一 %* 

[ 合併症を有する 人の数 ] 現状 20]0 年 

7.8b  失明 約 3,000 人 卸 一対 * 

れ 1998 年日本透析医学会 
， ネ :@988 年厚生省「視覚障害の 疾病調査研究」 
** れ 平成 ] 4 年度中に設定 

8 循環器病 

8.@ 食塩摂取量の 減少 (1 栄養。 食生活参照 ) 
8.2  カリウム摂取量の 増加 

指標の目安 
Ⅱ日当たりの 平均摂取量 コ 現状 幸 2010 年 

8.2a  成ソ、 2.59 3. 軸 以上 
幻 平成 9 年国民栄養調査 

8.3 成人の肥満者の 減少 (] 栄養。 食生活参照 ) 
8.4 運動習慣者の 増加 (2 身体活動・運動参照 ) 
8.5 高血圧の改善 ( 推計 ) 

 
 

 
 

 
 

 
 



推計値 平均最大血圧約 4.Zmin ㎏の低下 
注 ) 以下を実行することによる 効果の推計 
，成人 ] 日 あ たりの平均食塩摂取量 3,5a 減少 
  平均カリウム 摂取量 19 増量 
。 肥満者 (BMl2,5 以上 ) を男性 l5%20 歳以上 ) 、 女性 l8%20 歳以上 ) 以下に減少 
・成人男性の 多量飲酒者を ]m 低下 
。 国民の 10% が 早 歩きを毎日 30 分実行 

8.6 たばこ対策の 充実 (4 た ぼこ参照 ) 
8.7 高脂血症の減少 
指標の目安 
[ 高脂血症の人の 割合 コ 現状を 2010 年 

8.7a  男性 10.5% 5.2% 以下 

8.7b  女 ， 性 17.4% 8.7% 以下 
れ 平成 9 年国民栄養調査 
用語の説明 

高脂血症者 : 血清総コレステロール 値 2401ng/dl 以上の者 
8.8 糖尿病 有 病者の減少 (7 糖尿病参照 ) 
8.9 飲酒対策の充実 (5 アルコール参照 ) 
8.l0 健康診断を受ける 人の増加 
指標の目安 
[ 検診受診者の 数 コ 現叫 大才 20]0 年 

8,@0a  全国数 4,573 万人 6,860 万人以上 

れ 平成 9 年健康，福祉関連サービス 需要実態調査 
8. Ⅱ生活習慣の 改善等による 循環器病の減少 ( 推計 ) 
推計値 
喫煙率 脳卒中の減少 虚血性心疾患の 減少循環器病の 減少 

男性 女 ，注男性 女 ， 性 全体 男性女性全体男性女性全体 
55%  15%  @6%  6%  l Ⅸ 1 似 7%  9%  17%  4%  l0% 
45@ 10 29@ 15@ 22 24@ 17@ 20 26@ 10@ 18 

35@ 10   42 15 28 37@ 17@ 26 .35 10 22 

25 5 55@ 24@ 39 50@ 26@ 38 44@ 17@ 30 

15 5 6B  Z4  46 63@ 26@ 44 53@ 17@ 35 

0@ 0 87  33  60 82  36  59 66@ 23@ 45 

; 主 1) それぞれの疾患の 減少は、 死亡率、 罹患率及 び 疾患、 に よ る新たな ADL 低下の割合を 示 

す 。 
注 z) 王冠状     脳卒中死亡率 1 1 0   0 U 人口 1 0 万人対 ) 死亡数 1 3 万 7,8 ] 9 人 

男性 : 死亡率 1 0 6   9 、 死亡数 6 万 5,5 29 人 
女性 : 死亡率 1 ] 3    ] 、 死亡数 7 万 2,290 人 
虚血性， む ・疾患、       2 ( 人口 1 0 万人対 ) 死亡数 7 万 ]    67 8 人 
男性 : 死亡率       9 、 死亡数 3 万 8,56 6 人 

  女性 : 死亡率       8 、 死亡数 3 万 3, ] ] 2 人 
( 平成 1 0 年厚生省人口動態統計 ) 

9 が ん 

9.1 たばこ対策の 充実 (4 た ぼこ参照 ) 
9.2 食塩摂取量の 減少 (] 栄養・食生活参照 ) 
9.3 野菜の摂取量の 増加 n] 栄養・食生活参照 ) 
ョ ． 4 l 日の食事において、 果物類を摂取している 者の増加 
指標の目安 
[ 摂取している 人の割合 ] 現状 * 20l0 年 

9.4a  成人 29.3% 60% 以上 
れ平成 9 年国民栄養調査 

 
 

 
 

 
 



  

9.5 脂肪エネ、 ルギー比率の 減少 (1 栄養・食生活参照 ) 

9.6 飲酒対策の充実 (5 アルコール参照 ) 
9.7 がん検診の受診者の 増加 

指標の目安 
[ 検診受診者数 コ 玉兎 4 犬木 20l0 年料 

9.7a  胃がん ],401 万人 2,100 万人以上 
9.7b 子宮がん   ， 241 万人 1,860 万人以上 
9.7c  乳がん l,064 万人 1,600 万人以上 

9.7d  肺がん 1,023 万人 ],540 万人以上 
9.7e 大腸がん l,23] 万人 ],850 万人以上 
れ 参考 値 : 平成 9 年健康。 福祉関連サービス 需要実態調査 

さ : 5 割以上の増加 

江 ) 各がん検診の 受診者数は「平成 9 年健康・福祉関連サービス 需要実態調査」の 各がん 検 
診の受診者数と 人間ドック受診者の 合計であ る。 

 
 

  

 
 

  

 
 



。 別紙 ) 
喫煙が及ぼす 健康影響 
Ⅰ喫煙者 は 非喫煙者に比べ 病気になる危険度が 何倍高いのか 

( 1 ) がんの死亡 
男 ， 佳 女性 

平山らによる 計画調査 (1966-82) l.7 1.3 

原爆被爆者コホート (1963-87) 1.6  (=  女 ) 
厚生省コホート (1990-)" 1  ． " コ l.6 

( 資料 り 厚生省コホート ( 現在集計 中 ) 

4 保健所管内の 40 ～ 59 歳の地域住民男女各 2 万人を 1990 年より 7 年間追跡。 
がんの部位 刑 死亡 

男 ， 陸 女性 
肺がん 4.5 22.4 2.3 I1.9 

喉頭がん 32.5 10.5 3.3 17.8 

口腔。 p 固頭がん 3.0 27-5 1.l 5.6 

食道がん 2.2 7.6 1.8 10.3 

胃 がん 1.5   1.2   

肝がん 1. コ   1.7   

腎がん   3.0   1.4 

膵臓がん 1.6   2 ユ 2% 2,3 

膀胱がん 1.6 2.9 2.3 2.6 

子宮頸部がん     1.6 1.4 
( 資料 ) 左段 : 平山らによる 計画調査 (1966-82) 

石段 : アメリカがん 協会の「がん 予防研究」 (1982-86) 
( 注 ) 数字は非喫煙者を 1 とした喫煙者の 栢 対 危険度 

(2) 循環器病の死亡 
男 ， 性 女性 

総 死亡 1.2 1.2 

循環器疾患総数 1.4 1.5 

虚血性心疾患 1.7   

脳卒中 l.7 1.7 

( 資料 ) 1980-90 年の循環器疾患基礎調査、 いわゆる「 N 呼 PONDATA 」 

( 現在集計 中 ) 
30 歳以上の約 10.000 人を対象。 

    注 ) 数字は非喫煙者をⅠ とした ] 日 2 0 本喫煙する者の 相対危険度 

(3) その他の疾患 
男 ， 性 女性 

気管支喘息、 ホ ] 1.8 4.0 

胃潰瘍 ホ 2 3.4   

+ 二指腸潰瘍 ネ 2 3.O   

( 資料 )  申 1  : 平山らによる 計画調査 (1966-82) 

ネ 2  : ハワイ日系人男性の 調査 (1968-90) 

( 注 ) 数字は非喫煙者を ] とした喫煙者の 相対危険度 

(4) 妊婦への影響 
早産 3.3 

4@@ まは 兜 三体重 2.4 

全先天異常 1.3 
( 資料 ) 昭和 54 年度厚生省心身障害研究 
( 注 ) 数字は非喫煙者を ] とした喫煙者の 栢 対 危険度 

(5) 歯周病 
雫 石 (1998  ) 2 よ 

ドラン ら (1997  ) 1.9 
サッキら (1995  ) Ⅰ ， 7 

 
 



ブラウン ら (1994 )  2,7 
( 注 ) 数字は非喫煙者を ] とした喫煙者の 相対危険度 

2 禁煙によってどの 程度病気になる 危険度が減少するのか 

( Ⅰ ) 肺がんの死亡 ( 男 ， 性 ) 
平 山 (1990  ) 0-3  % 

ドール ら (1976   O.3 

本 : 10 年以上の値 
( 注 ) 数字は喫煙者を   としたときの 禁煙して 10-14 年経過した者の 相対危険度 

(2) 虚血性心疾患の 死亡 ( 男性 ) 
喫煙本数 ( 本 / 日 ) 禁煙してⅠ 一 4 年 禁煙して 10 一 14 年 

1 一 19 本 0 ， 6 0 ． 5 

20  本以上 0 ． 6 0 ． 5 

( 資料 )  アメリカがん 協会 (1969) 
( 注 ) 数字は、 現在喫煙している 者をⅠ としたときの 禁煙した者の 相対危険度 

3 喫煙率が下がると 循環器病の減少はどのくらい 見込めるのか 
喫煙率脳卒中の 減少虚血性心疾患の 減少総循環器疾患の 減少 
男性 女性 男性女性 全体 男性女性 全体 男性 女性 全体 
55@ %@ 15@ %@ 16@%@ 6@ %@ 11@ %@ 11@ %@ 7@ %@ 9@ %@ 17@ %@ 4@%@ 10@% 
45@ 10 29@ 15@ 22 24@ 17@ 20 26@ 10 18 

35@ 10 42@ 15@ 28 37@ ． 17@ 26 35@ 10@ 22 

25 5 55@ 24@ 39 50@ 26@ 38 44@ 17 30 

t5 5 68@ 24@ 46 63@ 26@ 44 53  17  35 
0@ 0 87  33  60 82@ 36@ 59 66@ 23@ 45 

( 注 ) それぞれの疾患の 減少は、 死亡率、 罹患率及び疾患による 新たな日常生活動作 
能力 (ADD) 低下者数の減少割合を 示す。 
この循環器疾患予防への 効果予測の前提は、 
0 成人の 1 日あ たりの平均食塩摂取量 3.59 減少 
0 平均カリウム 摂取量㎏増量 
0 肥満者 (BMI25 以上 ) を男性 15 % 、 女性 18% 以下に減少 
0 成人男性の多量飲酒者 (1 日 3 合以上 ) が 1 % 低下 
0 国民の 10% が 早 歩き毎日 30 分を実行する 

などの生活習慣の 改善による平均最大血圧約 4.2m Ⅲ 曲 9 の低下を前提とする。 
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健秀 第 050 Ⅰ 00 玉骨 
平成 1 5 年 5 月Ⅱ 日   

  
      

厚生労働省健康局長 
            

地域保健対策の 推進に関する 基本的な指針の 一部を改正する 告示について 

標記について、 今般、 地域保健法 ( 昭和 22 年法律 第 「 0] 号 ) 第 4 条第 4 項の規定に基 
づき、 平成 1 5 年 5 月 1 日厚生労働省告示第 20 1 号をもって告示されたが、 この趣旨は 

下記のとおりであ るので、 この趣旨を踏まえっ っ 、 所要の取組を 進めるとともに、 貴 管下 

市町村、 関係団体及び 関係機関等に 対する周知登底力をお 願いする。 

- 一 口 一 一 己 

第 「 改正の趣旨 

地域保健対策については、 地域保健対策の 推進に関する 基本的な指針 ( 平成 6 年厚生 
省 告示第 37 6 号。 以下「基本指針」という。 ) に基づき推進されてきたところであ る。 
しかしながら、 平成 1 5 年 5 月 1 日に、 健康増進法 ( 平成 1 4 年法律 1 03 号 ) 及び 

国民の健康の 増進の総合的な 推進を図るための 基本的な方針 ( 平成「 5 年厚生労働省吾 

示第 1 95 号 ) が施行されたこと、 平成 1 2 年に基本指針の 改正が行われた 後、 精神障 
害 者対策、 児童虐待防止対策、 生活衛生対策等について、 新たな事項に 係る対策が講じ 
られるようになったことから、 これらの状況に 対応し、 所要の改正を 行ったものであ る。 

第 2  改正の概要等 

基本指針の改正の 概要及び留意点は 以下のとおりであ る。 

「 国民の健康づくりの 推進 

(1)  「第一 地域保健対策の 推進の基本的な 方向」において、 四として、 国と地方公 
兵団体の健康増進に 関する一般的責務を 記述したこと。 

なお、 従前 は 、 国民の健康づくりについては、 第二の 2 の ( 一 ) の (6) 「二十 
一世紀における 国民健康づくり 運動 ( 健康日本二 + 一 ) 」においてのみ 記述されて 

いたものを、 Ⅰ第一 地域保健対策の 推進の基本的な 方向」及び「第六 その他国 
民の健康づくしの 推進」に分けて 詳細に記述したこと。 
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(2)  「第六 その他地域保健対策の 推進に関する 重要事項」において、 一として、 都 
道府県、 保健所、 市町村の国民の 健康増進を行う 際の具体的な 役割を記述したこと。 

2  次世代育成支援対策の 総合的かっ計画的な 推進 
「第五 社会福祉等の 関連施策との 連携に関する 基本的事項」において、 三 として、 
次世代育成支援対策の 総合的な推進を 図るための運用上の 留意点、 を記述したこと。 

3  高齢者対策及び 介護保険制度の 円滑な実施のための 取組 

「第一 地域保健対策の 推進の基本的な 方向ゴの三を 四とし、 その内容に高齢者対 
策を追加したこと。 

4  精神障害者施策の 総合的な取組 
「第五 社会福祉等の 関連施策との 連携に関する 基本的事項」において、 五 として、 
都道府県及び 市町村並びに 保健所が実施する 必要のあ る精神障害者施策の 取組を記述 

したこと。 

5  児童虐待防止対策に 関する取組 
「第五 社会福祉等の 関連施策との 連携に関する 基本的事項」において、 五 として、 
保健所、 市町村保健センタ 一等における 児童虐待防止対策について 記述したこと。 
なお、 具体的な取組の 詳細については、 既に発出されている「地域保健における 児 」 
童 虐待防止対策の 取組の推進について J ( 平成 1 4 年 6 月 1 9 日健登第 06019001 号、 
雇 児 登第 0619001 号健康局長、 雇用均等。 児童家庭局長通知 ) を参考とされたこと。 

6  生活衛生対策 

「第六 その他地域保健対策の 推進に関する 重要事項」において、 ニ として、 生活 
衛生対策の中で、 レジ オネ、 ラ菌 等の水質を汚染する 病原生物対策、 シックハウス 症候 
群 対策について、 地方公共団体の 具体的な責務を 記述したこと。 

7  食品衛生対策 
「第六 その他地域保健対策の 推進に関する 重要事項」において、 三 として、 都道 
府県、 政令市及び特別区並びに 保健所が食品衛生対策に 関し行 う べき業務についで 記 

述したこと。 

8  地域保健と産業保健の 連携 
「第六 その他地域保健対策の 推進に関する 重要事項」において、 四として、 地域 
における生涯を 通じた健康づくりに 不可欠であ る地域保健及び 産業保健の事業連携に 
ついて記述したこと。 

なお、 平成「 4 年 3 月の「生活習慣病予防のための 地域職域連携保健活動検討会報 

告書」において、 「地域と職域の 連携を進める 1 っ 0 具体的な保健活動として、 それ 
ぞれが立案している 保健計画の策定に 参画し、 共通した目標、 行動計画を立て、 共通 
した認識の下に 保健活動を推進していくことが 考えられる。 」とされていることに 留 

意 すること。 
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 は
、
精
 

神
 障
害
者
及
び
家
族
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
多
様
 

は
 相
談
体
制
度
 ぴ
 支
援
体
制
を
構
築
す
る
と
と
も
 

当
事
者
自
身
に
よ
る
相
互
支
援
活
動
等
を
支
 

接
 す
る
こ
と
。
 

4
 
 部
道
府
県
政
 ぴ
 市
町
村
並
び
に
保
健
所
ほ
 、
精
 

神
 疾
患
及
 び
 精
神
障
言
者
へ
の
正
し
い
理
解
の
普
 

@
 
，
 
Ⅰ
 

鞭
 

及
を
推
進
す
る
と
と
も
に
地
域
住
民
の
精
神
的
 
健
 

康
の
保
持
増
進
を
推
進
す
る
こ
と
。
 

犬
 
児
童
虐
待
防
止
対
策
に
関
す
る
取
組
 

 
 

て
伴
 

も
、
ほ
ル
 
土
日
 

@
 
談
所
と
十
分
な
連
携
を
取
り
つ
つ
。
 
以
 

下
 の
よ
う
な
取
組
を
行
う
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
 

母
子
保
健
活
動
や
地
域
の
医
療
機
関
等
と
の
 
違
 

日
 

携
を
通
じ
て
、
妊
産
婦
及
 び
親
ヱ
 」
の
健
康
問
題
。
 

-
,
 

。
 
牡
 

家
族
の
状
況
に
係
る
問
題
等
に
関
連
し
・
 た
 虐
待
罪
 

本
 

生
 め
 ハ
イ
リ
ス
タ
要
因
を
見
逃
さ
な
い
よ
う
 

努
 

庭
 訪
問
等
に
よ
，
三
福
極
的
な
・
支
援
を
実
施
す
る
こ
 

積
極
的
な
役
割
を
果
た
す
と
と
も
に
、
地
域
組
織
 

め
 、
こ
う
し
た
要
因
が
あ
る
 場
 ム
ロ
、
保
健
師
の
家
 

生
 予
防
に
向
け
た
取
組
を
行
う
こ
と
。
 

と
 。
ま
だ
、
関
係
機
関
に
よ
る
会
議
 生
寸
 
に
お
い
て
 

活
動
の
育
成
及
び
支
援
を
行
い
、
児
童
虐
待
の
発
 

日
 
@
@
@
@
 

月
 
5
 
午
 
5
 
2
 
 

保
 陸
前
、
市
町
村
保
健
セ
ン
タ
ー
等
の
職
員
 
が
 

 
 

児
童
虐
待
が
行
わ
れ
て
い
る
 襄
ぃ
 が
あ
る
家
庭
を
 

発
見
し
だ
場
合
に
つ
い
て
は
、
 一
は
ル
 

土
日
 
@
 
虐
待
へ
の
 対
 

。
 
"
 
"
 
@
 
ノ
 
@
"
.
@
 

く
 

応
の
中
核
機
関
で
あ
る
児
童
 憶
 議
所
 又
は
 福
祉
 享
 

百
 一
 

務
 所
へ
の
通
告
を
行
っ
た
上
で
、
市
町
村
及
 
び
保
 

偉
所
は
 、
当
該
事
例
へ
の
援
助
に
 
コ
 い
て
関
係
 機
 

関
 と
の
連
携
及
 び
 協
力
を
組
織
的
に
推
進
す
る
こ
 

一
コ
 

第
六
の
一
の
 2
 に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。
 

ま
た
、
政
令
市
に
お
い
て
は
・
本
庁
及
 び
 保
健
所
 

等
に
お
け
る
健
康
危
機
管
理
に
関
す
る
事
務
分
担
が
 

不
明
確
で
あ
る
こ
と
又
は
本
庁
と
保
健
所
の
持
つ
 機
 

能
 が
不
均
衡
で
あ
る
こ
と
が
な
れ
よ
う
、
平
時
よ
り
 

健
康
危
機
管
理
へ
対
応
す
る
体
制
整
備
を
十
分
図
る
 

必
要
が
あ
る
。
 

第
六
の
 一
 を
第
六
の
五
と
し
、
第
六
の
二
を
第
六
の
六
 

し
し
、
 第
 木
の
五
の
前
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。
 

一
国
民
の
健
康
づ
く
り
の
推
進
 

健
康
増
進
法
に
基
づ
き
、
国
民
の
健
康
づ
く
り
を
 

推
進
す
る
た
め
に
・
都
道
府
県
及
 び
 市
町
村
並
び
に
 

保
健
所
 は
 、
基
本
方
針
に
接
う
き
、
次
の
よ
う
な
 
取
 

組
 @
 
至
行
う
必
要
が
あ
る
。
 

1
 
 都
道
府
県
 は
 、
地
域
に
お
け
る
健
康
の
増
進
に
 

関
す
る
情
報
の
収
集
を
行
 う
 と
と
も
に
、
都
道
府
 

県
 健
康
増
進
計
画
の
策
定
文
 ぴ
 市
町
村
健
康
増
進
 

計
画
策
定
に
対
す
る
支
援
を
行
 う
 等
の
地
域
診
断
 

の
 情
報
源
と
な
る
健
康
指
標
の
収
集
及
 び
 分
析
を
 

行
う
必
要
が
あ
る
こ
と
。
 

ま
た
、
保
健
所
ほ
、
管
内
に
お
け
る
関
係
機
関
、
 

関
係
団
体
等
の
連
携
を
推
進
す
る
た
め
の
中
核
 
機
 

関
 と
し
て
の
役
割
を
担
う
と
と
も
に
、
健
康
の
増
 

進
 に
関
す
る
情
報
の
収
集
、
分
析
及
び
提
供
並
 び
 

に
 市
町
村
に
対
す
る
技
術
的
支
援
や
二
次
医
療
 
圏
 

保
険
組
合
、
地
域
産
業
保
健
セ
ン
タ
ー
等
の
産
業
 

に
 合
わ
せ
た
計
画
策
定
等
を
通
じ
、
管
内
の
健
康
 

・
つ
く
り
の
取
組
の
拠
点
と
し
て
の
役
割
を
担
う
必
 

局
 、
医
療
機
関
等
、
学
校
・
教
育
委
員
会
、
健
康
 

要
 が
あ
る
こ
と
。
 

こ
れ
ら
を
行
う
場
合
、
市
町
村
の
保
健
衛
生
部
 

保
健
関
係
機
関
等
と
の
連
携
及
び
協
力
を
強
化
す
 

る
 必
要
が
あ
る
こ
と
。
 

2
 
 市
町
村
 は
 ・
従
来
か
ら
母
子
保
健
事
業
、
老
人
 

保
健
事
業
等
の
実
施
主
体
と
し
て
の
役
割
を
担
っ
 

て
き
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
地
域
の
健
康
指
標
の
収
 

集
を
行
う
と
と
も
に
、
市
町
村
健
康
増
進
計
画
を
 

関
係
機
関
及
 び
 関
係
団
体
並
び
に
住
民
の
参
画
を
 

得
て
主
体
的
に
策
定
し
、
実
施
す
る
よ
う
努
め
る
 

こ
と
。
そ
の
際
に
ほ
、
当
該
市
町
村
を
そ
の
所
管
 

区
域
内
に
含
む
保
健
所
と
連
携
を
図
る
必
要
が
あ
 

る
こ
と
。
ま
た
、
市
町
村
健
康
増
進
計
画
の
推
進
 

に
 当
だ
っ
て
 は
 、
市
町
村
の
内
部
部
局
の
み
な
ら
 

ず
 、
保
健
衛
生
、
精
神
保
健
、
労
働
衛
生
、
福
祉
 

環
境
、
都
市
計
画
等
の
各
部
門
の
外
部
機
関
と
の
 

連
携
及
び
協
力
を
強
化
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
。
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提
供
、
研
究
の
推
進
、
食
品
衛
生
に
関
す
る
検
査
 

能
力
の
向
上
、
食
品
衛
生
の
向
上
に
か
か
わ
る
 
人
 

三
 
生
活
衛
生
対
策
 

都
道
府
県
、
政
令
市
及
 
び
 特
別
区
は
、
生
活
衛
生
 

対
策
の
中
で
特
に
、
公
衆
浴
場
 
法
 
（
昭
和
二
 
土
 一
玉
 

法
律
第
百
三
十
九
ロ
互
に
規
定
す
る
浴
場
業
及
び
 

旅
 

館
 業
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
十
八
口
互
に
 

規
定
す
る
旅
館
業
の
営
業
者
並
び
に
建
築
物
に
お
け
 

る
 衛
生
的
環
境
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
 

五
年
法
律
第
二
十
目
 
芭
に
 規
定
す
る
特
定
建
築
物
の
 

維
持
管
理
権
原
者
に
対
し
、
水
質
を
汚
染
す
る
病
原
 

生
物
 -
 
レ
ジ
 オ
 ネ
ラ
 属
菌
毒
 
に
関
す
る
知
識
の
普
 

及
 、
啓
発
を
行
う
と
と
も
に
、
施
設
の
種
別
に
応
じ
、
 

病
原
生
物
の
増
殖
を
抑
制
す
る
だ
る
の
具
体
的
方
法
 

を
 指
導
す
る
こ
と
。
ま
た
、
病
院
、
社
会
福
祉
施
設
 

等
の
特
定
建
築
物
以
外
の
建
築
物
に
つ
い
て
も
、
 

そ
 

の
 維
持
管
理
権
原
者
に
対
し
、
病
原
生
物
に
関
す
る
 

知
識
の
普
及
、
啓
発
に
努
め
る
と
と
も
に
、
維
持
 

管
 

理
 に
関
す
る
相
談
等
に
応
じ
、
必
要
な
指
導
等
を
行
 

-
 
フ
こ
 仁
 
，
 。
 

ま
た
、
住
宅
や
建
築
物
に
お
け
る
室
内
空
気
汚
染
 

等
に
よ
る
健
康
影
響
、
ひ
わ
 
り
る
 シ
ッ
ク
ハ
ウ
ス
 
症
 

候
群
は
 つ
い
て
、
知
識
の
普
及
、
啓
発
 
@
 
三
行
う
と
と
 

も
に
、
地
域
住
民
か
ら
の
相
談
等
に
応
じ
、
必
要
な
 

指
導
等
を
行
う
こ
と
。
 

三
食
品
衛
生
対
策
 

ュ
 
都
道
府
県
、
政
令
市
及
び
特
別
区
並
び
に
保
健
 

前
 は
、
第
二
の
一
の
 
2
 の
目
の
Ⅲ
 ウ
 及
び
目
に
掲
 

げ
る
と
こ
ろ
に
よ
り
監
視
指
導
に
係
る
業
務
を
推
 

遣
 す
る
ほ
か
、
教
育
活
動
や
広
報
活
動
を
通
じ
た
 

食
品
衛
生
に
関
す
る
正
し
い
知
識
の
普
及
、
食
品
 

衛
生
に
関
す
る
情
報
の
収
集
、
整
理
、
分
析
及
 

び
 

局
 と
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
原
因
究
明
、
被
害
 
拡
 

大
防
止
、
再
発
防
止
対
 &
 
禾
め
 
一
ヮ
 

の
 一
連
の
措
置
を
迅
 

速
か
つ
的
確
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
体
制
を
 

整
備
す
る
こ
と
。
 

口
 
地
域
保
健
及
 び
 産
業
保
健
の
連
携
 

住
民
が
地
域
 又
は
 職
域
を
問
わ
ず
、
生
涯
を
通
じ
 

て
 共
通
の
基
盤
に
立
っ
た
保
健
サ
ー
ビ
ス
を
 
受
 げ
ら
 

れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
に
ほ
、
地
域
保
健
及
び
産
業
 

保
健
の
連
携
が
青
青
二
で
あ
る
。
ま
た
、
健
康
寿
命
の
 

延
伸
等
を
図
る
た
め
に
ほ
、
地
域
に
お
け
る
生
涯
を
 

通
じ
た
健
康
づ
く
り
に
対
す
る
継
続
的
な
支
援
が
必
 

要
 で
あ
る
。
そ
の
た
め
に
 は
 、
保
健
所
及
 び
 市
町
村
 

が
申
 心
と
な
り
、
個
人
の
年
齢
、
就
業
先
な
ど
に
よ
 

り
 異
な
る
保
健
吉
 ヲ
 世
一
木
音
問
の
連
携
を
図
り
、
次
の
よ
 

う
な
事
項
を
・
行
う
こ
と
に
よ
り
、
継
続
的
な
健
康
管
 

理
の
支
援
が
可
能
と
な
る
よ
う
な
体
制
整
備
を
図
 
フ
 

て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
 

1
 
 地
域
保
健
と
産
業
保
健
の
連
携
を
推
進
す
る
た
 

め
 、
保
健
所
、
市
町
村
等
が
・
医
療
機
関
等
、
健
 

康
保
険
組
合
、
労
働
基
準
監
督
署
、
地
域
産
業
保
 

健
 セ
ン
タ
ー
、
言
霊
 未
者
 団
体
、
商
工
会
等
の
関
係
 

団
体
等
か
ら
構
成
す
る
連
携
推
進
協
議
会
を
設
置
 

し
 、
組
織
間
の
連
携
を
推
進
す
る
こ
と
。
 

2
 
 地
域
保
健
の
保
健
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て
 

ほ
 、
産
業
保
健
と
の
連
携
を
図
り
つ
つ
、
目
標
、
 

行
動
計
画
を
立
て
、
そ
れ
に
基
づ
き
保
健
活
動
を
 

推
進
す
る
 -
 
」
と
。
 

3
 
 健
康
教
育
や
健
康
相
談
等
の
保
健
吉
 霊
 采
及
び
 施
 

設
や
保
健
従
事
者
へ
の
研
修
会
な
ど
に
関
す
る
 
情
 

報
を
共
有
す
る
と
と
も
に
、
相
互
活
用
等
の
効
 
牽
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墓 安男登第 05%003 号 

平成 1  5 年 5 月 f  3  日 

労働福祉事業団担当理事 殿 

厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課長 

健康増進法等の 施行等について 

健康増進法 は ついては、 平成 14 年 8 月 2 日に制定し公布され、 平成 15 年 5 月 1 日 

に施行されましねまた、 同法第 7 条の規定に基づく「国民の 健康の増進の 総合的な推 

進を図るための 基本的な方針」以下「基本方針」という。 ) については、 厚生労働省吾 

示第 195 号 俣 @] 添 i  をもって公表されたところです。 

基本方針には 第五において「健康増進事業実施者間の 連携及び協力」、 第七の二にお 

いて「国及び 地方公共団体と 地域産業保健センタ 一等との一層の 連 莞等 」とそれぞれ 規 
定 されています。 また、 士鋤曳尉建法 ( 日 軒口 22 年法律第 101 号 ) 第 4 条第 4 項の規定 

に基づき「 土倒粛果健 対策の推進に 関する基本的な 指針の一部を 改正する告示」が 公表さ 

ね 、 同指針の第六の 四においても、 地域保健及び 産業保健の連携について 規定されてい 

ます。 

ついてば、 これらの趣旨を 踏まえ、 都道府県健康担当部局等から 連携についての 申し 

出 があ った場合には、 都道府県労働局とも 十分協議しつつ、 労働者の健康の 保持増進の 

推進を図るとの 観 。 点から、 必要な連携の 確保を図られるよ う 、 貴 団体各地力機関あ て周 

知力お願いいたします。 
なお、 これらに関して、 別添 2 、 別添 3 及び 別添 4 のとおり健康局長等から 都道府県 

知事等に対し 通知がなされたところですので、 ご 参考までに送付いたします。 
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基 ・安 男 登第 0513002 号 

平成 f  5 年 5 月 f  3  日 

 
 

 
 

中央労働災害防止協会専務理事 殿 

厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課長 

健康増進法等の 施行等について 

健康増進法 は ついては、 平成 14 年 8 月 2 日に制定し公布され、 モ成 15 年 5 月 1 日 

に 施行されましねまた、 同法第 7 条の規定に基づく「国民の 健康の増進の 総合的な推 

進を図るための 基本的な方針」 ( 以下「基本方金打という。 》 t こついては、 厚生労働省 吾 

示 第 195 号 拐 @J 漆ェ ) をもって公表されたところです。 

基本方針には 第五において「健康増進事業実施者間の 連携及び協力」、 第七の二にお 
い て「国及び地方公共団体と 地域産業保健センタ 一等との一層の 連携等」とそれぞれ 規 

定されています。 また、 地域保健法 ( 日繍口 22 年法律第 101 号 ) 第 4 条第 4 項の規定 

に 基づき「地域保健女傑の 推進に関する 基本的な指針の - 部を改正する 告示」が公表さ 

れ、 同指針の第六の 四においても、 地力 粛呆 健及び産業保健の 連携について 規定されてい 

ます   

ついては、 これらの趣旨を 踏まえ、 都道府県健康担当部局等から 連携 ヰ こついての申し 

出 があ った場合にほ、 都道府県労働局とも 十分協議しつつ、 労働者の健康の 保持増進の 

櫛睦を図るとの 観点から、 必 、 要な連携の確保を 図られるよう、 貴 団体各地力機関あ て 周 

知力お願いいたします。 

なお、 これらに関して、 別添 2 、 別添 3 度ぴ鴻 Ⅱ 添 4 のとおり健康局長等から 都道府県 

知事等に対し 通知がなされたところですので、 ご 参考までに送付いたします。 

  

  




